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第１章 公共施設等総合管理計画について 
 

１ 公共施設等の在り方に関する検討の必要性 

本市は平成 17（2005）年 10 月に旧西脇市と旧黒田庄町が合併し、現在の西

脇市となりました。合併前・合併後ともに市民サービスの向上を図るため、さ

まざまな公共施設を整備してきました。 

将来的には人口減少や少子高齢化が進み、市税収入等の歳入減少は避けら

れない状況にあり、このままでは、現状の公共施設の維持管理や更新等に十分

な対応ができず、安心して公共施設を利用していただくことが困難になるおそ

れがあります。また、時代とともに変化する公共施設に対する市民ニーズに対

して、適切に対応することも求められています。 

こうした状況を踏まえ、今後は、物理的な施設の使用可能期間を見据えなが

ら、既存の公共施設をできる限り有効に活用するとともに、地域にどのような

公共施設が必要であるか、客観的なデータをもとに市民の皆様を交えて検討し

ていく必要があります。 

また、市民のライフラインを維持するため、道路や橋りょう、上下水道と

いったインフラについても、人口減少など本市が直面している課題を踏まえて、

効果的かつ効率的な維持・整備を進めていくことが求められます。 

 

２ 公共施設等総合管理計画の策定経過 

このような背景を踏まえ、平成 28（2016）年５月に、「公共施設等総合管理

計画」を策定しました。 

本計画は、本市の公共施設等に係る持続可能な市民サービスの提供を目指

すべく、公共施設にまつわる課題や今後の公共施設の在り方に関する基本的な

考え方に加えて、総量適正化目標やマネジメント基本方針等といった将来の指

針をまとめたものです。 

本計画は、公共施設等に関するマスタープランとして位置付け、インフラを

含む公共施設の個別施設計画は本計画の下位計画としています。 

また、平成 29（2017）年３月には、本計画を着実に推進するための実施計

画として「公共施設等総合管理計画アクションプラン」を策定しました。 

アクションプランは、本計画の進捗状況を管理するために５年ごとに策定

しており、現在は第２期目の計画期間となっています。（第１期：平成 28（2016）

年度～令和２（2020）年度、第２期：令和３（2021）年度～７（2025）年度） 
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また、本計画は、本市の最上位計画である総合計画や都市計画マスタープラ

ン等の分野別計画との整合性を十分に図りつつ、公共施設等に関連する取組を

推進するものです。 

 

・西脇市総合計画 

・西脇市人口ビジョン 

・西脇市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

・西脇市都市計画マスタープラン 等 

 

３ 公共施設等総合管理計画の改定 

本計画の当初策定後、平成 30（2018）年２月に、総務省が「公共施設等総

合管理計画の策定にあたっての指針」を改訂し、計画について不断の見直しを

実施し、充実させていくことを示しました。 

その後、令和４（2022）年４月に、総務省から計画に新たに記載すべき事項

等が示されるとともに、個別施設計画（長寿命化計画等）の内容を反映させる

等の見直しの要請がありました。 

このため、改めて本市の公共施設等の現状、人口減少等による影響、財政状

況の変化等を踏まえ、本計画を見直し、これらの状況に対応した計画の改定を

行うこととしました。 
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第２章 公共施設に関する現状と課題 
 

１ 公共施設の概況（総務省等公表資料に基づく他市比較） 

 ⑴ 公共施設の状況に関する他団体比較 

 本市が保有する公共施設を近隣市及び人口や産業構造などの態様が本市 

と類似している県内６市1と総務省等公表資料に基づいて比較しました。 

 

図表2-1 公共施設（公営住宅及び教育施設を除く。）面積 他市比較 

 
（資料：「公共施設状況調経年比較表 市町村経年比較表（平成18年度～令和元年度）」

（総務省）、「2022年 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（総

務省）から作成） 

 

公営住宅と教育施設以外（後述）の本市が保有する公共施設2の面積につ

いて、本市の人口一人当たり公共施設保有量（2.6 ㎡/人）3を他市と比較す

ると、加東市（4.5 ㎡/人）、養父市（4.2 ㎡/人）、朝来市（3.8 ㎡/人）、丹波

篠山市（3.5 ㎡/人）に対しては、少なくなっていますが、小野市（1.8 ㎡/

人）や加西市（1.8 ㎡/人）と比較すると多くなっています。また、県内の全

市町の平均（2.3 ㎡/人）と比較すると、公共施設の保有量はやや高い水準に

あります。  

                         
1 小野市・加西市・加東市は近隣市。丹波篠山市・養父市・朝来市はともに①人口５万人

未満であり、②第２次産業・第３次産業の就業人口割合の合計が 95％未満かつ③第３次産

業の就業人口割合が 55％以上であり、本市と人口及び産業構造が類似していることから総

務省によって類似団体とされています。 
2 児童福祉施設（保育所等）、保護施設（授産施設等）、老人福祉施設（養護老人ホーム

等）、職員公舎、体育施設のうち陸上競技場等を除きます。 
3 本市の各種数値は、次節以降で対象としている公共施設（Ｐ7～Ｐ9）と対象となる面積

が異なることなどから次節以降に記載する延べ床面積とは一致しません。 
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図表2-2 公営住宅戸数 他市比較 

 
（資料：「公共施設状況調経年比較表 市町村経年比較表（平成18年度～令和元年度）」

（総務省）、「2022年 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（総

務省）から作成） 

 

本市における公営住宅は、住宅不足等に対応するため、1970 年代まで積極

的に整備が進められました。その結果、保有戸数は、総戸数（ 795 戸）、人口

千人当たり戸数（20.3 戸/千人）ともに比較対象とした団体の中で最も多く

なっています。また、人口千人当たり戸数は、県内全市町の平均（11.9 戸/千

人）と比較しても、高い水準にあります。 

 

図表2-3 幼稚園数 他市比較 

 
（資料：「令和３年度学校基本調査結果」（兵庫県）、「令和２年度国勢調査」（総務省）

から作成） 

 

本市における幼稚園の保有数は、総数（１園）、対象人口（３歳～５歳）千

人当たり幼稚園数（1.2 園/千人）ともに比較対象とした団体の中で最も低い

水準となっています（平成 29（2017）年度までに市内の私立認可保育所が認定

こども園に移行完了するとともに、公立幼稚園８園を 1 園に統合しました。）。  
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図表2-4 小学校数 他市比較 

 
（資料：「令和３年度学校基本調査結果」（兵庫県）、「令和２年度国勢調査」（総務省）

から作成）※加東市は小学校数に義務教育学校（小中一貫校）を含めない。 

 

本市における小学校の保有数は、総数（８校）、対象人口（６歳～11 歳）千

人当たり小学校数（4.1 校/千人）ともに比較対象とした団体の中で中位の水

準となっています。また、対象人口千人当たり小学校数は、県内の全市町の平

均（4.7 校/千人）と比較すると、やや低い水準にあります。 

 

図表2-5 中学校数 他市比較 

 
（資料：「令和３年度学校基本調査結果」（兵庫県）、「令和２年度国勢調査」（総務省）

から作成）※加東市は中学校数に義務教育学校（小中一貫校）を含める。 

 

本市における中学校の保有数は、総数（４校）、対象人口（12 歳～14 歳）千

人当たり中学校数（3.8 校/千人）ともに比較対象とした団体の中で中位の水

準となっています。また、対象人口千人当たり中学校数は、県内の全市町の平

均（3.7 校/千人）と比較すると、ほぼ同じ水準にあります。 
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２ 公共施設等の現状（本市の状況） 

 ⑴ 対象とする公共施設等 

本市では、市民文化系施設、スポーツ・レクリエーション系施設、小・中

学校等の学校教育系施設、公営住宅など、広く市民に利用される公共施設

（公共建築物4）を保有しています。 

本計画では、これらの公共施設に道路・橋りょう・上下水道施設などのイ

ンフラを加えたものを公共施設等として対象としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対象施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                         
4 建物及び野球場などの工作物。本計画の面積集計等は延床面積 90 ㎡以上の施設を対象と

しています。 

<公共施設（公共建築物）> 

市民文化系施設 

社会教育系施設 

スポーツ・レクリエーション系施設 

産業系施設 

学校教育系施設 

幼稚園・子育て支援施設 

保健・福祉施設 

医療施設 

行政系施設 

公営住宅 

その他 

<インフラ> 

道路 

橋りょう 

上下水道施設  

など 

図表2-6 公共施設等 
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図表2-7 公共施設一覧※令和3（2021）年9月現在 

竣工年度は、築年数の計算しやすさを考慮し、西暦表示としている。また、建築物が複数ある

場合、「竣工年度」等はそのうち代表的な建築物のものを表示している。 

 

【市民文化系施設】（12施設） 

 
 

【社会教育系施設】（５施設） 

 

 
※茜が丘複合施設は、図書館、こどもプラザ、コミュニティセンター等を含む複合施設 

※播磨内陸生活文化総合センターは、郷土資料館、こどもプラザサテライト等を含む複合施設 

 

【スポーツ・レクリエーション系施設】（17施設） 

 
※総合市民センターは、青少年センター、研修施設等を含む複合施設 

  

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
集会施設 コミュニティセンター西脇区会館　 西脇 1,177 1997年度 新耐震基準

大野隣保館 津万 744 1974年度 未実施（要検討）

隣保館上野会館 津万 978 1977年度 未実施（要検討）

コミュニティセンター日野地区会館 日野 828 1968年度 未実施（要検討）

芳田の里ふれあい館 芳田 844 1976年度 未実施（要検討）

黒田庄隣保館 黒田庄 893 1972年度 未実施（要検討）

コミュニティセンター黒田庄地区会館 黒田庄 1,791 1974年度 未実施（要検討）

黒田庄交流拠点施設（あつまっ亭） 黒田庄 103 2005年度 新耐震基準
黒田庄交流施設（岡あいあいセンター） 黒田庄 457 2005年度 新耐震基準
黒田庄交流施設（石原交流館） 黒田庄 136 2006年度 新耐震基準

文化施設 まちんなか交流館 西脇 101 2001年度 新耐震基準
音楽ホール 西脇 1,273 1996年度 新耐震基準

合計 9,324

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
図書館 茜が丘複合施設 野村 5,021 2015年度 新耐震基準
資料館等 播磨内陸生活文化総合センター 西脇 3,468 1984年度 新耐震基準

鍛冶屋線市原駅記念館 日野 96 1993年度 新耐震基準
緑風台古窯陶芸館 野村 585 1982年度 未実施（要検討）

にしわき経緯度地球科学館 比延 1,279 1992年度 新耐震基準
合計 10,449

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
ｽﾎﾟｰﾂ施設 総合市民センター 西脇 6,924 1981年度 補強済み

西脇公園（公園事務所等） 津万 1,022 1970年度 未実施（要検討）

天神池スポーツセンター体育館 津万 984 1992年度 新耐震基準
天神池スポーツセンター温水プール 津万 1,635 1996年度 新耐震基準
都麻の郷交流グラウンド（トイレ・倉庫棟） 津万 112 2006年度 新耐震基準
日野体育センター 日野 778 1977年度 未実施（要検討）

黒田庄体育センター 黒田庄 1,393 1978年度 未実施（要検討）

黒田庄ふれあいスタジアム野球場 黒田庄 466 2006年度 新耐震基準
旧グリーンスポーツハウス 野村 335 1979年度 廃止予定
童子山公園（展望台等） 西脇 111 1973年度 未実施（要検討）

北はりま田園空間博物館総合案内所 津万 1,680 2002年度 新耐震基準
青年の家 比延 2,036 1979年度 補強済み
中畑林間ファミリー園 比延 332 1994年度 新耐震基準
日本へそ公園（レストハウス等） 比延 595 1995年度 新耐震基準
木谷山キャンプ場避難所 芳田 102 1994年度 新耐震基準
日本のへそ日時計の丘公園（宿泊棟等） 黒田庄 2,051 1993年度 新耐震基準
日本のへそ日時計の丘公園
フォルクスガーデン

黒田庄 268 1998年度 新耐震基準

合計 20,824

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施
設・観光施設
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【産業系施設】（7施設） 

 
 

【学校教育系施設】（13施設） 

 
 

【子育て支援施設】（７施設） 

 
※幼稚園はしばざくら幼稚園（旧重春幼稚園）に統合され、令和4（2022）年現在１園で運営 

 

【保健・福祉施設】（５施設） 

 
※黒田庄福祉センターは、ベーシックホールを含む複合施設 

 

【医療施設】（１施設） 

  

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
産業系施設 北はりま職業訓練センター 重春 2,046 1979年度 未実施（要検討）

地方卸売市場 野村 5,251 1983年度 未実施（要検討）

北はりま農産物直売所 野村 791 2010年度 新耐震基準
住吉市民農園管理棟 比延 101 2003年度 新耐震基準
土づくりセンター 黒田庄 5,459 2009年度 新耐震基準
津万地区ライスセンター 津万 1,283 1978年度 廃止予定
黒田庄町前坂共同作業所
（ライスセンター）

黒田庄 954 1978年度 廃止予定

合計 15,884

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
学校 西脇小学校 西脇 7,524 1970年度 補強済み

日野小学校 日野 5,967 1984年度 補強済み
西脇中学校 日野 9,954 1974年度 補強済み
重春小学校 野村 6,908 1972年度 補強済み
西脇南中学校 野村 8,838 2013年度 新耐震基準
比延小学校 比延 5,022 1999年度 新耐震基準
双葉小学校 比延 2,132 2013年度 新耐震基準
西脇東中学校 比延 4,471 1994年度 新耐震基準
芳田小学校 芳田 3,187 1967年度 補強済み
桜丘小学校 黒田庄 4,590 1989年度 新耐震基準
楠丘小学校 黒田庄 4,869 1993年度 新耐震基準
黒田庄中学校 黒田庄 7,026 1983年度 補強済み

その他 学校給食センター 津万 2,435 2013年度 新耐震基準
合計 72,924

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
幼稚園 旧西脇幼稚園 西脇 983 1956年度 補強済み

しばざくら幼稚園（旧重春幼稚園） 重春 831 1967年度 補強済み
旧比延幼稚園 比延 205 1966年度 廃止予定
旧芳田幼稚園（放課後児童クラブとして利用中） 芳田 366 1989年度 新耐震基準
旧桜丘幼稚園 黒田庄 252 1961年度 廃止予定
旧楠丘幼稚園 黒田庄 377 1962年度 廃止予定

児童施設 重春小学校放課後児童クラブ 野村 314 2005年度 新耐震基準
合計 3,328

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
高齢福祉施設 老人保健施設しばざくら荘 津万 3,835 1993年度 新耐震基準

ワークホームタンポポ 津万 334 1992年度 新耐震基準
総合福祉センター（萩ケ瀬会館） 重春 1,820 1989年度 新耐震基準
障害者地域活動支援センター 黒田庄 737 1988年度 新耐震基準
黒田庄福祉センター 黒田庄 2,372 1998年度 新耐震基準

合計 9,099

その他の
福祉施設

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
医療施設 西脇病院 津万 22,734 2009年度 新耐震基準

合計 22,734
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【行政系施設】（８施設） 

 
 

【公営住宅】（20施設） 

 
※公営住宅の保有戸数（管理戸数）等については、p80図表７－２を参照 

 

【その他公共施設】（９施設） 

 
  

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
庁舎等 市庁舎・市民交流施設 津万 13,518 2020年度 新耐震基準

社会福祉協議会事務所
（旧西脇健康福祉事務所）

日野 944 1962年度 未実施（要検討）

旧西脇多可行政事務組合事務所
（旧黒田庄町商工会館）

黒田庄 463 1982年度 未実施（要検討）

消防施設 西脇消防署北出張所 津万 609 2017年度 新耐震基準
コミュニティ消防センター 津万 289 2017年度 新耐震基準
西脇消防署 野村 3,396 1980年度 補強済み
黒田庄田高防災センター 黒田庄 235 2004年度 新耐震基準
喜多防災倉庫 黒田庄 174 2001年度 新耐震基準

合計 19,628

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
公営住宅 殿ヶ丘団地 西脇 1,540 1985年度 新耐震基準

上野団地 津万 1,225 1983年度 新耐震基準
大野団地（八日） 津万 1,540 1982年度 補強不要（診断済み）

大野団地（大野） 津万 356 1979年度 補強不要（診断済み）

大野団地（西林寺） 津万 3,457 1993年度 新耐震基準
下戸田団地 津万 5,969 1996年度 新耐震基準
坂本団地 津万 281 1960年度 補強不要（診断済み）

上戸田団地 津万 1,529 1973年度 補強不要（診断済み）

向ヶ丘団地 津万 760 1963年度 補強不要（診断済み）

日野ヶ丘団地（A棟） 日野 3,422 2006年度 新耐震基準
日野ヶ丘団地（A棟以外） 日野 8,069 1973年度 補強不要（診断済み）

旭ヶ丘団地 重春 4,977 1963年度 補強不要（診断済み）

野村団地 野村 1,169 1979年度 補強不要（診断済み）

高嶋団地 比延 333 1978年度 補強不要（診断済み）

中畑団地 比延 683 1990年度 新耐震基準
田高団地 黒田庄 404 1967年度 補強不要（診断済み）

津万井団地 黒田庄 373 1967年度 補強不要（診断済み）

前坂南山団地 黒田庄 890 1981年度 補強不要（診断済み）

黒田団地 黒田庄 2,743 2002年度 新耐震基準
黒田北団地 黒田庄 1,463 1999年度 新耐震基準

合計 41,183

用途 施設名 地区 延べ床面積（㎡） 竣工年度 耐震補強
その他 医師公舎（アピカ） 西脇 593 1996年度 新耐震基準

西脇中央駐車場（アピカ） 西脇 9,702 1996年度 新耐震基準
医師公舎（五蘊１号、２号） 津万 748 1992年度 新耐震基準
医師公舎（五蘊３号） 津万 429 1984年度 未実施（要検討）
医師公舎（五蘊４号） 津万 239 2003年度 新耐震基準
公営墓地管理棟 重春 265 1996年度 新耐震基準
医師公舎（緑風台01） 野村 98 1979年度 廃止予定
医師公舎（緑風台02） 野村 105 1979年度 廃止予定
西脇市駅駐輪場 野村 303 1990年度 新耐震基準

合計 12,483
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 ⑵ 用途別公共施設の保有状況 

公共施設は 104 施設、面積（総延べ床面積）は 237,859 ㎡で、市民一人当

たりでは 6.2 ㎡となっています。 

 

図表2-8 用途別公共施設の保有割合 

 
 

図表2-9 用途別公共施設の保有状況 

 

 
 

延べ床面積では、学校教育系施設が最も多く、次いで公営住宅、医療施設、

スポーツ・レクリエーション系施設となっています。 

施設数では、公営住宅が最も多く、次いでスポーツ・レクリエーション系

施設、学校教育系施設、市民文化系施設となっています。 

本計画当初策定時の現況（平成 27（2015）年 10 月）に比べ、令和４（2022）

年11月時点で延べ床面積は14,256㎡（△5.7%）、施設数は11施設（△9.6%）、

それぞれ縮減しています。 

学校教育系施設
72,924
30.7%

公営住宅
41,183
17.3%医療施設

22,734
9.6%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設
20,824
8.8%

行政系施設
19,628
8.3%

産業系施設
15,884
6.7%

その他
12,483
5.2%

社会教育系施設
10,449
4.4%

市民文化系施設
9,324
3.9%

保健・福祉施設
9,099
3.8%

子育て支援施設
3,328
1.4%

順位 用途 延べ床面積 構成比 施設数 構成比
1 学校教育系施設 72,924 30.7％ 13 12.5％
2 公営住宅 41,183 17.3％ 20 19.2％
3 医療施設 22,734 9.6％ 1 1.0％
4 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 20,824 8.8％ 17 16.3％
5 行政系施設 19,628 8.3％ 8 7.7％
6 産業系施設 15,884 6.7％ 7 6.7％
7 その他 12,483 5.2％ 9 8.7％
8 社会教育系施設 10,449 4.4％ 5 4.8％
9 市民文化系施設 9,324 3.9％ 12 11.5％
10 保健・福祉施設 9,099 3.8％ 5 4.8％
11 子育て支援施設 3,328 1.4％ 7 6.7％

237,859 100.0％ 104 100.0％合計

（単位：施設数は箇所、延べ床面積は㎡） 
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図表2-10 施設更新状況 

用途 

延べ床面積(㎡) 施設数 

R4 

（2022）年 

H27 

（2015）年 
縮減量 

R4 

（2022）年 

H27 

(2015)年 
縮減量 

学校教育系施設 72,924 72,924 - 13 13 - 

公営住宅 41,183 42,027 △844 20 20 - 

医療施設 22,734 22,734 - 1 1 - 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 20,824 20,824 - 17 17 - 

行政系施設 19,628 10,616 9,012 8 10 △2 

産業系施設 15,884 31,546 △15,662 7 11 △4 

その他 12,483 12,483 - 9 9 - 

社会教育系施設 10,449 10,449 - 5 5 - 

市民文化系施設 9,324 14,628 △5,304 12 15 △3 

保健・福祉施設 9,099 9,714 △615 5 6 △1 

子育て支援施設 3,328 4,171 △843 7 8 △1 

合 計 237,859 252,116 △14,256 104 115 △11 

 

 ⑶ 用途別・地区別の保有状況 

公共施設の保有状況を用途別・地区別に示すと次のとおりです。 

公共施設の延べ床面積及び地区別の人口一人当たり面積のどちらを見て

も、津万地区及び黒田庄地区が他の地域と比較して多くなっています。 

 

図表2-11 公共施設の配置状況 
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図表2-12 用途別・地区別の公共施設の面積 

 
 

図表2-13 用途別・地区別の公共施設の一人当たり面積 

  

西脇 津万 日野 重春 野村 比延 芳田 黒田庄 平均

合計 33,397 68,724 30,058 9,939 33,114 17,189 4,499 40,938 29,732

その他 10,296 1,416 0 265 506 0 0 0 1,560

公営住宅 1,540 15,117 11,491 4,977 1,169 1,016 0 5,873 5,148

行政系施設 0 14,416 944 0 3,396 0 0 872 2,454

医療施設 0 22,734 0 0 0 0 0 0 2,842

保健・福祉施設 0 4,169 0 1,820 0 0 0 3,110 1,137

子育て支援施設 983 0 0 831 314 205 366 629 416

学校教育系施設 7,524 2,435 15,921 0 15,746 11,625 3,187 16,485 9,115

産業系施設 0 1,283 0 2,046 6,042 101 0 6,413 1,985

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 7,035 5,434 778 0 335 2,963 102 4,177 2,603

社会教育系施設 3,468 0 96 0 5,605 1,279 0 0 1,306

市民文化系施設 2,551 1,721 828 0 0 0 844 3,380 1,166

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000（㎡）

西脇 津万 日野 重春 野村 比延 芳田 黒田庄 平均

合計 9.4 15.0 4.9 1.7 4.6 4.9 2.5 6.3 6.1

その他 2.9 0.3 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.4

公営住宅 0.4 3.3 1.9 0.8 0.2 0.3 0.0 0.9 1.0

行政系施設 0.0 3.1 0.2 0.0 0.5 0.0 0.0 0.1 0.5

医療施設 0.0 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6

保健・福祉施設 0.0 0.9 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.5 0.2

子育て支援施設 0.3 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.2 0.1 0.1

学校教育系施設 2.1 0.5 2.6 0.0 2.2 3.3 1.8 2.6 1.9

産業系施設 0.0 0.3 0.0 0.3 0.8 0.0 0.0 1.0 0.3

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 2.0 1.2 0.1 0.0 0.0 0.8 0.1 0.6 0.6

社会教育系施設 1.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.4 0.0 0.0 0.3

市民文化系施設 0.7 0.4 0.1 0.0 0.0 0.0 0.5 0.5 0.3

0

2

4

6

8

10

12

14

16（㎡/人）
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図表2-14 用途別・地区別 公共施設保有量 
単位：人口は人（住民基本台帳人口 令和３（2021）年10月）、施設数は箇所、床面積は㎡ 

 
 

⑷ 設置年別の整備と耐震化の状況 

ア 公共施設 

本市では、市民ニーズの拡大や多様化等に伴い、平成 12（2000）年頃

までに多くの公共施設の整備を進めてきました。 

本市における公共施設の築年数は平均 34 年となっており、公共施設を

地区
人口 3,555 4,589 6,163
用途 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積

市民文化系施設 3 2,551 2 1,721 1 828
社会教育系施設 1 3,468 0 0 1 96
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 2 7,035 5 5,434 1 778
産業系施設 0 0 1 1,283 0 0
学校教育系施設 1 7,524 1 2,435 2 15,921
子育て支援施設 1 983 0 0 0 0
保健・福祉施設 0 0 2 4,169 0 0
医療施設 0 0 1 22,734 0 0
行政系施設 0 0 3 14,416 1 944
公営住宅 1 1,540 8 15,117 2 11,491
その他 2 10,296 3 1,416 0 0
合計 11 33,397 26 68,724 8 30,058

地区
人口 5,991 7,220 3,542
用途 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積

市民文化系施設 0 0 0 0 0 0
社会教育系施設 0 0 2 5,605 1 1,279
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 0 0 1 335 3 2,963
産業系施設 1 2,046 2 6,042 1 101
学校教育系施設 0 0 2 15,746 3 11,625
子育て支援施設 1 831 1 314 1 205
保健・福祉施設 1 1,820 0 0 0 0
医療施設 0 0 0 0 0 0
行政系施設 0 0 1 3,396 0 0
公営住宅 1 4,977 1 1,169 2 1,016
その他 1 265 3 506 0 0
合計 5 9,939 13 33,114 11 17,189

地区
人口 1,809 6,459 39,328
用途 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積 施設数 延べ床面積

市民文化系施設 1 844 5 3,380 12 9,324
社会教育系施設 0 0 0 0 5 10,449
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 1 102 4 4,177 17 20,824
産業系施設 0 0 2 6,413 7 15,884
学校教育系施設 1 3,187 3 16,485 13 72,924
子育て支援施設 1 366 2 629 7 3,328
保健・福祉施設 0 0 2 3,110 5 9,099
医療施設 0 0 0 0 1 22,734
行政系施設 0 0 3 872 8 19,628
公営住宅 0 0 5 5,873 20 41,183
その他 0 0 0 0 9 12,483
合計 4 4,499 26 40,938 104 237,859

芳田 黒田庄 合計

西脇 津万 日野

重春 野村 比延
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適時適切に修繕した場合でも建物の耐用年数は 60 年5とされていること

から、過去に整備した公共施設は、耐用年数の半分が経過し、今後老朽化

の進行が懸念されます。 

その中でも、整備から 40 年以上を経過している公共施設は 43 施設（全

体の 41.3％）、整備から 30 年以上 40 年未満経過している公共施設は 17

施設（全体の 16.3％）あります。このように、老朽化が進み、今後 30 年

で耐用年数の到来を迎える公共施設は 60 施設で、全施設の 57.7％（面積

比 48.9％）を占め、将来の施設更新の課題の顕在化が見込まれます。 

また、現行の新耐震基準が施行された昭和 56（1981）年５月以前に整

備された公共施設が多くなっており、そのうち改修等による耐震化が未

実施で、耐震性能が課題となる要検討施設は 16 施設（19,099 ㎡）ありま

す。これは、全施設の 15.4％（面積比 8.0％）に当たり、将来の施設更新

に加え、耐震性能の確保をどのように図るかも課題です。 

 

図表2-15 公共施設の築年別の整備と耐震化の状況 

 

 

  

                         
5 一般社団法人日本建築学会による耐用年数の標準（いわゆる「目標耐用年数」）。また、「

減価償却資産の耐用年数等に関する省令」による建物の耐用年数は50年（鉄筋コンクリー

ト造の事務所の場合）とされています（いわゆる「法定耐用年数」）。 
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（㎡）

新耐震基準施行

経過年数
延べ床面積

（㎡）
面積比 施設数 構成比

10年未満 32,842 13.8％ 7 6.7％
10年以上20年未満 34,567 14.5％ 13 12.5％
20年以上30年未満 54,246 22.8％ 24 23.1％
30年以上40年未満 36,751 15.5％ 17 16.3％
40年以上50年未満 48,703 20.5％ 26 25.0％
50年以上60年未満 27,913 11.7％ 12 11.5％
60年以上 2,837 1.2％ 5 4.8％

合計 237,859 100.0％ 104 100.0％
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イ インフラ 

（ア） 道路 

市民ニーズの拡大等に伴い、1980 年代までに多くの道路整備（新

設・改良）を進めてきました。 

道路（林道を含む。）の総量は、総面積 2,129,678 ㎡（市道 2,098,043

㎡、林道 31,635 ㎡）、総延長 427,661ｍ（市道 419,444ｍ、林道 8,217

ｍ）です。 

また、道路は 15 年ごとに舗装の更新を行うことが一般的6であり、

舗装の更新は必要に応じてこれまでも実施していますが、今後も舗

装の更新が必要になります。 

 

（イ） 橋りょう 

橋りょうの総量は、総面積 26,481 ㎡、総延長 4,390ｍであり、過

去に整備したもののうち 51.5％を 1970 年代までに整備しています。 

 

（ウ） 上水道 

本市の上水道は、昭和29（1954）年に創設し、昭和32（1957）年６

月から給水を開始しました。 

以後、今日までの生活様式の変化や経済・産業の発展による水需要

の変化に伴って、水道の拡張事業を行ってきました。 

図表2-16 上水道の整備状況 

分類 主な構成施設 

上水道 管路、浄水場、配水池、ポンプ場等 

上水道の普及率は、令和２（2020）年度末現在、99.6％です。 

主な管理施設は、管路約 374 ㎞、浄水場４箇所、配水池 17 箇所で、

各施設の耐震化率は、管路 30.5％、浄水施設 100％、配水地 96.3％

です。 

 

（エ） 下水道 

本市の下水道は、旧西脇市では平成６（1994）年から、旧黒田庄町

では平成９（1997）年から供用を開始しました。 

図表2-17 下水道の整備状況 

分類 主な構成施設 

下水道 管路、マンホール、ポンプ場、処理場等 

生活排水処理率は、令和２（2020）年度末現在、100％で、水洗化

率は 92.2％です。主な管理施設は、管路約 443 ㎞、処理場 11 箇所、

                         
6 資料：「地方公共団体の財政分析等に関する調査研究会報告書」（財団法人自治総合セン

ター、平成 23(2011)年３月） 



16 

ポンプ場 176 箇所と雨水の排水施設です。 

 

（オ） 公園 

本市の公園は、都市空間に潤いを与え、多くの人が安心して利用で

きる憩いの場として、下表の 24 公園、供用面積 44.45ha を整備して

きました。 

図表2-18 公園の整備状況 

  

供   用

面積(ha)

野村グリーンヒル
第一号公園

野村グリーンヒル
第二号公園

合計 44.45

公  園  名 種別 位  置

西脇公園 運動 坂  本 13.9 昭和29

童子山公園 総合 西  脇 8.6 昭和59

日本へそ公園 総合 上比延町 8.7 昭和58

野村公園 地区 野村町 2.8 昭和55

城山公園 地区 鹿野町 2.3 昭和62

野村西公園 近隣 野村町 － 平成5

萩ケ瀬児童公園 街区 西  脇 0.29 昭和63

上野１号公園 街区 上  野 0.23 昭和59

上野２号公園 街区 上  野 0.13 昭和59

殿ケ丘公園 街区 郷瀬町 0.12 昭和59

大野公園 街区 大  野 0.4 昭和59

和田公園 街区 和田町 0.38 昭和59

下戸田公園 街区 下戸田 0.51 昭和59

前島公園 街区 前島町 0.11 昭和59

板波児童公園 街区 板波町 0.67 昭和59

八日児童公園 街区 大  野 － 昭和59

羽安児童公園 街区 羽安町 0.22 昭和62

富吉上町児童公園 街区 富吉上町 0.64 昭和63

街区 野村町 0.55 平成5

街区 野村町 0.2 平成5

緑風台中央公園 街区 野村町 0.3 平成5

緑風台緑地 緑地 野村町 0.3 平成5

加古川上流河川敷緑地 緑地 上比延町 － 昭和58

野村グリーンヒル緑地 緑地 野村町 3.1 平成5
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⑸ 維持補修費及び有形固定資産減価償却率 

ア 維持補修費の推移 

維持補修費とは、公共施設等を補修するなど、その維持に要した経費で

す。本市の維持補修の推移は次のとおりとなっており、公共施設等の老朽

化の進行に伴い増加することが見込まれます。 

 

図表2-19 維持補修費の推移 
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イ 有形固定資産減価償却率の推移 

 有形固定資産減価償却率とは、有形固定資産のうち、土地以外の償却資

産（建物や工作物等）の取得価額等に対する減価償却累計額の割合です。

資産の経年の程度を示す指標であり、資産老朽化の状況の説明するきっ

かけや公共施設等の再編等を行う際に参考となる指標です。 

 

図表2-20 有形固定資産減価償却率の推移 

 

 

 

 

 

 
 

分類 H28(2016)年度 H29(2017)年度 H30(2018)年度 R1(2019)年度 

西脇市 62.7% 64.2% 64.2% 63.4% 

全国平均値 57.8% 59.3% 60.3% 63.4% 

兵庫県平均値 63.1% 63.5% 64.1% 65.9% 

類似団体平均値 57.1% 58.7% 59.9% 60.6% 
 

※類似団体は、総務省「類似団体別市町村財政指数表」における類型区分「市Ⅰ―２」に該当

する市 

（資料：各年度財政状況資料集） 
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⑹ 将来の更新費用試算 

現状の公共施設等を全て保有し続ける場合に、公共施設等の更新費用が

財政的にどの程度の負担になるかを試算します。試算は、公共施設等更新費

用試算ソフト（総務省公表）を用いて、一定の単価など定められた仮定に基

づいて行います。 

 

ア 公共施設 

（ア） 前提条件 

全ての公共施設を今後40年間保有し続けるとして、次の前提条件

により試算を行います。 

公共施設等更新費用試算ソフト（総務省公表）を用いて試算 

（算定方法） 

● 竣工年から 60 年後に建替えを行い、建替えまでの中間である 30 年後

に大規模改修を行うものとする。 

● 大規模改修及び建替えに要する費用は、次の単価表に更新対象となる

公共施設の面積を乗じた金額とする。 

● 病院事業会計に属する公共施設については、過去の一般会計による負

担割合の実績を勘案（おおむね２分の１）し、面積に２分の１を乗じる。 

 

 

【単価表】 
     

   （万円/㎡） 

用途 大規模改修 建替え 

市民文化系施設 25  40  

社会教育系施設 25  40  

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 20  36  

産業系施設 25  40  

学校教育系施設 17  33  

子育て支援施設 17  33  

保健・福祉施設 20  36  

医療施設 23  40  

行政系施設 25  40  

公営住宅 17  28  

その他 20  36  

（資料：公共施設等更新費用試算ソフト（総務省公表）の前提条件） 
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（イ） 試算結果 

全ての公共施設を今後 40 年間保有し続ける場合、40 年間で総額

995.3 億円、年平均 24.9 億円となります。これは現状で公共施設に

充てている投資費用である約 7.8 億円7の 3.2 倍の水準です。これか

ら令和 12（2030）年度にかけては既存の公共施設の大規模改修に多

額の費用がかかるほか、耐用年数を迎えた公共施設の建替え需要が

徐々に始まり、この建替え需要は令和 16（2034）年度にピークを迎

えます。何も対策を講じなければ将来の公共施設の更新に必要な財

源を十分に確保することが困難になることが見込まれます。 

また、国から財政上の優遇措置を受けられる合併特例債が令和７

（2025）年度8で発行期限を迎えるなど、今後は公共施設の更新費用

の財源を確保することが、これまで以上に困難になります。 

このように、将来の更新費用とその財源確保の面から判断して、全

ての公共施設の改修や建替えの実施が困難であることが想定されま

す。 

 

図表2-21 公共施設の更新費用の推計（公共施設等更新費用試算ソフトを用いて作成） 

 

 
  

                         
7 平成 30（2018）年度、令和元（2019）、３（2021）年度の補助事業費及び単独事業費の

平均（決算統計から） 
8 制度発足当初は合併から 10年間の特例措置でしたが 20 年間に延長されています。 
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イ インフラ 

（ア） 前提条件 

現在整備している道路及び橋りょうを今後40年間そのまま維持し

続けるとして、次の前提条件により試算を行います。 

道路 

公共施設等更新費用試算ソフト（総務省公表）を用いて試算 

（算定方法） 

● １年当たり更新費用＝敷設面積÷15 年×4,700 円/㎡ 

橋りょう 

公共施設等更新費用試算ソフト（総務省公表）を用いて試算 

（算定方法） 

● 耐用年数（60 年）到来後に更新対象の橋りょうと同じ

面積で更新するとする。 

● 更新単価は、ＰＣ（プレキャストコンクリート）橋は 425

千円/㎡、鋼橋は 500 千円/㎡とする。 

● 現在、構造が鋼橋のものは鋼橋で更新するが、その他の

構造のものはＰＣ橋で更新する 

なお、上下水道事業は現在個別施設計画等に基づき事業を進めて

おり、一般会計の負担額は繰出金として見込んでいるため、試算対象

としていません。 

 

（イ） 試算結果 

現在敷設している道路及び橋りょうを今後40年間そのまま維持し

続ける場合、今後 40 年間で総額 370.3 億円、年平均 9.3 億円となり

ます。これは現状でインフラ投資に充てている費用である約 3.8 億

円9の 2.4 倍の水準です。何も対策を講じなければ将来のインフラの

更新に必要な財源を十分に確保することが困難になることが見込ま

れます。 

  

                         
9 平成 30（2018）年度から令和３（2021）年度までの補助事業費及び単独事業費の平均

（決算統計から） 
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図表2-22 インフラの更新費用の推計（公共施設等更新費用試算ソフトを用いて作成） 

 

 
 

ウ まとめ 

公共施設及びインフラの更新費用の試算結果を合算したグラフは、次

のとおりになります。 

公共施設及びインフラの更新費用の試算結果をそれぞれ見たように、

将来の更新費用の見込みが現状の投資額の水準をかなり上回っているこ

とがわかります。 

 

図表2-23 公共施設等の更新費用の推計（公共施設等更新費用試算ソフトを用いて作成） 

 

 
  

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000
2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

2
0
4
0

2
0
4
1

2
0
4
2

2
0
4
3

2
0
4
4

2
0
4
5

2
0
4
6

2
0
4
7

2
0
4
8

2
0
4
9

2
0
5
0

2
0
5
1

2
0
5
2

2
0
5
3

2
0
5
4

2
0
5
5

2
0
5
6

2
0
5
7

2
0
5
8

2
0
5
9

2
0
6
0

2
0
6
1

道路 橋りょう

道路・橋りょう9.3億円/年

インフラ施設(千円)

(

年
度)

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

2
0
4
0

2
0
4
1

2
0
4
2

2
0
4
3

2
0
4
4

2
0
4
5

2
0
4
6

2
0
4
7

2
0
4
8

2
0
4
9

2
0
5
0

2
0
5
1

2
0
5
2

2
0
5
3

2
0
5
4

2
0
5
5

2
0
5
6

2
0
5
7

2
0
5
8

2
0
5
9

2
0
6
0

2
0
6
1

インフラ更新等（道路） インフラ更新等（橋りょう） 公共施設大規模改修 未実施分の大規模改修 公共施設建替え 未実施分の建替

年間当り費用：34.1億円
（公共施設24.9 億円／道路・橋りょう9.3 億円）

公共施設＋道路・橋りょう

(千円)

過去10年（R2除く）の投資的経費21.8億円/年

年間当たり費用：34.1億円/年
約1.56倍

(

年
度)



23 

３ 人口推移と今後の見通し 

令和２（2020）年に策定した「西脇市人口ビジョン」による分析結果の概要

は次のとおりです。 

 

⑴ 人口の推移 

ア 総人口 

本市の国勢調査人口は、昭和 35（1960）年にピーク（約 51,000 人）を

迎えた後、昭和45（1970）年にかけて一時的に人口が減少し、その後46,000

人程度で人口が停滞する高原期を迎えました。  

少子高齢化が進行する中で、平成７（1995）年以降、本格的な人口減少

が始まり、平成 31（2019）年４月１日現在の推計人口は 39,377 人と、４

万人を下回っています。平成 22（2010）年から平成 27（2015）年にかけ

ての人口減少率は 4.5％となっており、平成７（1995）年以降、拡大傾向

にあります。 

 

図表2-24 人口推移 

 
（資料：「西脇市人口ビジョン」） 

 

イ 年齢３区分別の人口推移 

（ア） 年少人口（０歳～14歳以下）  

第１次ベビーブーム（1947 年～1949 年）以降おおむね減少傾向に

あり、昭和 60（1985）年から半減しています。 

（イ） 生産年齢人口（15歳～64歳以下） 

総人口と同様の傾向を示していますが、平成７（1995）年以降急激

に減少しており、20 年間で約 7,500 人（25％）減少しています。 

（ウ） 老年人口（65歳以上） 

従前から一貫して増加傾向にあり、平成７（1995）年に年少人口を

上回って以降、その差は拡大しています。 
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老年人口（65 歳以上）のうち 65 歳以上人口は、平成７（1995）年

以降の 20 年間で 4,583 人増加しており、75 歳以上人口についても、

同期間に 3,199 人増加しています。 

 

図表2-25 年齢３区分別の人口推移 

 
（資料：「西脇市人口ビジョン」） 

ウ 地区別人口 

市内８地区の地区別の人口推移をみると、平成 31（2019）年４月まで

の 20 年間では、増加しているのは野村地区のみで、その他の７地区は減

少しています。 

直近の 20 年間では、野村地区は増加傾向、重春地区は減少傾向で推移

していましたが、近年はいずれも横ばいで推移しています。 

比延地区、芳田地区、西脇地区の直近20年間における人口減少率は25％

を超えています。特に比延地区では、直近 10 年間で 20％近く減少してお

り、減少幅が大きくなっています。 

図表2-26 地区別の人口推移 

地区名 H11(1999).4.1 H21(2009).4.1 H31(2019).4.1 
H11→H31 

(1999→2019) 

H21→H31 

(2009→2019) 

西脇地区 5,042 人 4,433 人 3,772 人 -25.2% -14.9% 

津万地区 5,700 人 5,259 人 4,764 人 -16.4% -9.4% 

日野地区 8,121 人 7,359 人 6,433 人 -20.8% -12.6% 

重春地区 6,487 人 6,081 人 6,075 人 -6.4% -0.1% 

野村地区 6,001 人 6,948 人 7,287 人 21.4% 4.9% 

比延地区 4,978 人 4,545 人 3,674 人 -26.2% -19.2% 

芳田地区 2,728 人 2,227 人 1,906 人 -30.1% -14.4% 

黒田庄地区 8,307 人 7,797 人 6,773 人 -18.5% -13.1% 

（資料：住民基本台帳データ）  
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⑵ 今後の人口の見通し 

ア 総人口 

本市の総人口は、平成 27（2015）年の国勢調査では 40,866 人ですが、

人口ビジョンの推計によると、令和 12（2030）年には 34,341 人に、令和

22（2040）年には 29,823 人に、令和 42（2060）年には 21,255 人まで減

少する見込みです。 

特に、年少人口（０歳～14 歳以下）は、5,248 人（平成 27（2015）年）

から 3,251 人（令和 22（2040）年）に、生産年齢人口（15 歳～64 歳以下）

は、22,939 人（平成 27（2015）年）から 14,492 人（令和 22（2040）年）

に減少し、平成 27（2015）年と比較してそれぞれ 38.1％、36.8％の減少

が見込まれます。  

一方で、老年人口（65 歳以上）は、平成 27（2015）年に 12,679 人と

なっていますが、令和２（2020）年にかけて微増となった後に減少に転じ、

令和 22（2040）年には 12,080 人と 4.7％の減となる見込みです。また、

75 歳以上人口については、令和 12（2030）年から令和 17（2035）年頃に

かけてピークを迎え、その後減少に転じる見込みです。 

 

図表2-27 人口推計 

 
（資料：「西脇市人口ビジョン」） 
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イ 地区別人口 

市内８地区（西脇地区・津万地区・日野地区・重春地区・野村地区・比

延地区・芳田地区・黒田庄地区）について、それぞれ地区別の人口推計を

行ったところ、いずれの地区も人口減少が進行すると推計されます。 

 

図表2-28 地区別人口推計 
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４ 財政状況 

⑴ 歳入の推移 

令和２（2020）年度における歳入総額（普通会計。以下同じ。）は 313 億

円と、平成 23（2011）年度と比較して 119 億円増加しています。 

歳入の内訳を財源別に見ると、本市が国等に依存せず自己で調達する自主

財源は、令和２（2020）年度は 92 億円であり、平成 23（2011）年度と比較

して、横ばいで推移しています。 

一方、依存財源である地方債、地方交付税、国・県支出金は、平成 23（2011）

年度の 106 億円から令和２（2020）年度には、220 億円に増加しています。

これは新型コロナウイルス感染症対策による特別定額給付金事業に伴う国

庫支出金の大幅な増加、市庁舎等建替に伴う地方債の増加が原因です。 

人口減少等の影響により市税収入の減少が見込まれる中、地方交付税につ

いても、合併による普通交付税の特例措置が平成 27（2015）年度で終了し、

これに伴う激変緩和措置も令和２（2020）年度で終了したことから、本市の

歳入は減少傾向となることが見込まれます。 

 

図表2-29 歳入の推移 
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図表2-30 自主財源と依存財源の推移 

 
 

⑵ 歳出の推移 

本市の令和２（2020）年度の歳出総額は 309 億円と、平成 23（2011）年

度と比較して、121 億円増加しています。 

歳出の内訳は、投資的経費が一時的に伸びた令和２（2020）年度を除けば、

社会保障関係費（扶助費）の構成割合は、平成 23（2011）年度は 15.7％で

したが、少子高齢化の進行などを背景として令和３（2021）年度には 20.7％

に増加しています。直近５年間をみても社会保障関係費（扶助費）は 33.2％

（11 億円）増加しており、今後も増加が見込まれます。 

一方、人件費の構成割合は人件費の削減を進めたことなどにより、平成 23

（2011）年度の 13.5％から、令和３（2021）年度には 12.3％に減少してい

ます。 

こうした歳出構成比の推移から、結果的に見ると、社会保障関係費（扶助

費）の増加分をその他の費用削減などで捻出している状況にあります。 

なお、令和２（2020）年度には、投資的経費が大きく増加していますが、

これは、市庁舎等建替を実施した影響によるものです。 

今後は、老年人口（65 歳以上）の増加などにより、さらなる社会保障関
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が見込まれる一方で、歳入の増加は見込みにくい状況にあることから、引き

続き、行財政改革の取組を進めていく必要があります。 
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図表2-31 歳出の推移 

 
 

図表2-32 投資的経費と維持補修費の推移 
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⑶ 財政調整基金等残高及び地方債残高の推移 

本市の基金は、平成30（2018）年度まで増加していました。令和元（2019）

年度以降は減少傾向にありますが、令和３（2021）年度の財政調整基金等残高

は 102 億円あり、平成 23（2011）年度の 67 億円と比較して 35 億円増加して

います。 

本市の令和３（2021）年度の地方債残高は 238 億円と、平成 23（2011）

年度と比較して、78 億円増加しています。 

平成20（2008）年度を境に、臨時財政対策債10等が増加したことから、地方

債残高は増加傾向にあり、令和元（2019）年度までは少しずつ増加していまし

たが、令和２（2020）年度は市庁舎等建替によって大きく増加しています。 

図表2-33 財政調整基金等残高の推移 

 
 

図表2-34 地方債残高の推移 

  

                         
10 国の地方交付税財源が不足した際、地方の財政収支の不足額を補塡するために地方自治

体が起債する地方債。元利償還金については後年度に全額が地方交付税措置されます。 
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⑷ 主要財政指標の推移 

ア 財政力指数 

財政力指数は、地方公共団体の財政力を示す指数で、財政力指数が高い

ほど、税収等の自主財源が多いことを表し、１を超えると地方交付税が交

付されなくなります。 

本市の財政力指数は、令和２（2020）年度では 0.45 と県内平均の 0.747

を下回り、地方交付税への依存度が年々高まっている状況にあることが

わかります。 

 

図表2-35 財政力指数の推移 

 
※令和３（2021）年度兵庫県平均は未公表 
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イ 経常収支比率 

経常収支比率は、地方税、普通交付税などのように使途が特定されてお

らず、毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）のうち、人件

費、扶助費、公債費などのように毎年度経常的に支出される経費（経常的

経費）に充当されたものの占める割合です。この数値が高いほど、財政が

硬直化している状況を表します。 

本市の経常収支比率は、平成 26（2014）年度までは、県内平均とほぼ

同じ水準であるか上回っていましたが、直近５年間では県内平均を下回

る水準で推移しています。 

 

図表2-36 経常収支比率の推移 
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ウ 実質公債費比率 

実質公債費比率は、一般会計が負担する地方債の元利返済度の大きさ

を比率で表す指標です。「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に

おける早期健全化基準は 25％、財政再生基準については 35％とされてお

り、これらの比率以上になると、地方債の発行に当たり、一定の制約が課

されることとなります。 

本市の実質公債費比率は、令和３（2021）年度では 8.7％と県内平均の

5.8％を上回っています。 

 

図表2-37 実質公債費比率の推移 
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エ 将来負担比率 

将来負担比率は、一般会計が将来負担すべき実質的な負債の大きさを

比率で表す指標です。「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」にお

ける早期健全化基準については、市町村（政令指定都市は除く。）は 350％

とされており、この比率以上になると、財政健全化計画の策定が義務付け

られることとなります。 

本市の将来負担比率は、令和３（2021）年度では 13.5％と県内平均の

30.7％を下回っています。 

 

図表2-38 将来負担比率の推移 

 
※令和元（2019）年度西脇市はマイナス3.7％ 
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５ 公共施設等の現状と課題 

⑴ 公共施設等の現状を踏まえた視点 

ア 本市全体及び用途別の公共施設の状況 

本市全体の公共施設の保有量は、県内の財政状況の類似する団体や、

近隣団体と比較すると突出して多いという状況にはありません。 

しかし、施設保有量を用途別に見ると、一部の用途の公共施設につい

ては近隣団体等と比較して保有量が多い状況にあります。そうした公共

施設については、本市の規模や市民ニーズ等を踏まえた施設保有量見直

しの検討が必要です。 

 

イ 地区別の公共施設の状況 

公共施設の地区別の保有量を見ると、市民文化系施設（コミュニティ

センターなど）やスポーツ・レクリエーション系施設（スポーツセンター

やキャンプ場など）、公営住宅などにおいて、偏りがあります。 

各公共施設の利用圏域（市民全体が利用する施設であるか、主に地域

住民が利用する施設であるか）を踏まえて、地区別の公共施設保有方針

などについて検討することが必要です。 

その際、特に合併前に整備された公共施設は旧市町の方針に基づき整

備されたものであるため、現在の本市の規模等に照らし、供給過剰の公

共施設がないかをあわせて考慮することも重要です。 

 

ウ 公共施設等の老朽化・耐震化の状況 

本市の公共施設は、整備から 40 年以上経過しているものが 43 施設（全

体の 41.3％）、整備から 30 年以上 40 年未満経過している公共施設が 17

施設（全体の 16.3％）となっており、公共施設の老朽化が進行していま

す。そのため、公共施設の老朽化が進む中でも、利用者が安全かつ快適

に公共施設を利用することができるよう、適切に維持管理や修繕を行っ

ていくことが必要です。 

また、本市の公共施設の耐震化については、現行の新耐震基準が施行

された昭和 56（1981）年５月以前に整備されたものが多く、そのうち改

修等による耐震化が行われておらず、耐震性能の確保が課題となる公共

施設は 16 施設（19,099 ㎡）あります。 

大規模な地震発生時においても利用者の安全性を確保し、市民の安全

を確保するための災害対策拠点となる公共施設については優先的に耐震

化に取り組むことが必要です。  
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⑵ 人口推移を踏まえた視点 

ア 人口減少の視点 

本市の総人口は、平成 27（2015）年の国勢調査では 40,866 人ですが、

人口ビジョンの推計によると、令和 12（2030）年には 34,341 人に、令和

22（2040）年には 29,823 人に、令和 42（2060）年には 21,255 人まで減

少する見込みです。各公共施設が整備された当時と比べて人口が減少し

ていることを踏まえ、公共施設の総量が過大となっていないか、将来的に

過大となることが見込まれないか等の視点から公共施設の在り方を検討

することが必要です。 

 

イ 少子高齢化の視点 

長期的に人口減少が進行する中で、令和 42（2060）年には、年少人口

（０歳～14 歳以下）は 2,180 人（58.5％減少）、生産年齢人口（15 歳～64

歳以下）は 10,087 人（56.0％減少）、老年人口（65 歳以上）は 8,988 人

（29.1％減少）と人口が減少するだけでなく、年齢３区分別の人口構成が

変化することが予想されます。 

そのため、人口構成の変化を見据えて、将来の需要減少が見込まれる公

共施設がないかを検討することも必要です。 

 

⑶ 財政状況を踏まえた視点 

ア 財源確保の視点 

本市の財政状況については、歳入面では少子高齢化や生産年齢人口の

減少に伴い税収や地方交付税などの減少が見込まれる一方、歳出面では

令和７（2025）年頃をピークとした高齢者数の増加等により扶助費の負担

増加が見込まれています。既に、本市では行財政改革を推進し、人件費を

はじめとした経費縮減について一定の取組を進めてきたことから、これ

までの取組を継続するだけでは、将来的な歳出削減の余力が小さくなっ

ています。 

このような状況下において、公共施設の新規整備や、大規模改修、修繕、

耐震化等に係る財源を十分に確保することは非常に厳しくなっています。

そこで、現状の公共施設を全て維持更新することは財政上非常に困難で

あるとの認識を持ち、公共施設の在り方そのものと施設の維持管理に係

る経費の縮減について検討することが必要です。 
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イ 財源活用の視点 

今後の維持管理・更新等に係る中長期的な経費については、地方債や基

金を財源として積極的に活用します。 

本計画をはじめとする各種行政計画を策定することにより、公共施設

等適正管理推進事業債等の地方債活用が可能となる場合があることから、

該当する地方債の活用できる期限内においては、積極的にその活用を

図っていきます。 

また、令和３（2021）年度末現在において、本市の基金の状況は下表の

とおりです。これらの基金の設置目的に沿った運用となるように注意を

払いながら、中長期的な経費に活用することを検討していきます。 

 

図表2-39 基金残高 

（単位：千円） 

基金名 Ｒ３(2021)年度末現在高 

財政調整基金 5,017,754 

減債基金 42,562 

地域福祉基金 509,287 

環境基金 208,276 

公共施設整備基金 1,783,076 

地域振興基金 1,375,563 

公営墓地基金 86,576 

その他基金 1,188,962 

合 計 10,212,056 

（資料：西脇市「令和３年度決算の概要」） 
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図表2-40 公共施設等の現状分析の結果と今後の課題（まとめ） 
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第３章 今後の公共施設等の在り方について 
 

１ 今後の公共施設の在り方に係る基本的な考え方 

本市の公共施設の現状、人口推移、財政状況の視点を踏まえると、既存の公

共施設を全て保有し続けることは難しく、その必要性も薄れていくことが想定

されます。 

そのため、市民サービスに与える影響を十分考慮しながら、市民に必要とさ

れる公共施設については十分に安全性を確保し、快適な利用を目指すといった

認識を持ち、本市における公共施設の在り方について、基本的な考え方を次の

とおり整理しました。 

 

⑴ 市民に真に必要とされる機能を維持しつつ、総量（面積）を縮減します 

公共施設の必要性に関しては、公共施設そのものの存在ではなく、その

施設において提供している機能（市民サービス）の視点から検討します。既

存施設の保有を継続しなくても、他の公共施設でその機能を維持できるか

等を踏まえ、公共施設の要否を検討します。 

また、将来の人口減少や少子高齢化を踏まえて必要性が薄れる公共施設

がないか、また、現状においても利用度が低下している公共施設やスペー

スがないか等の視点から公共施設の必要性を検討します。 

 

⑵ 公共施設を新設・更新する場合は、施設の複合化など最も効果的・効率的

な手法を検討します 

新たに公共施設の整備を行う場合には、既存施設との複合化などを検討

し、利便性の向上や整備費用・維持管理経費の縮減を図ります。その際、防

災拠点としての機能や、地域コミュニティの核としての機能を担うことが

できるかといった視点も考慮します。 

また、将来の市民ニーズの変化などの状況に柔軟な対応ができるよう、

用途変更が容易な設計（スケルトンインフィル工法11）とすることや、ＰＰ

Ｐ／ＰＦＩ12など民間事業者の活用も検討します。 

  

                         
11 スケルトンインフィル工法とは、建物の躯体（スケルトン）と、内装や設備（インフィ

ル）とを分離する工法のこと。当該工法を取り入れることで、躯体に比べ寿命の短い内装

や設備のみを適時に更新していき、結果的に躯体を長く使えることが期待されます。 
12 PPP とは、パブリック・プライベート・パートナーシップ（公民連携）の略語であり、

指定管理者制度や業務委託等、民間と連携して行政サービスを提供する手法です。また、

PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）は PPP の一種であり、公共施設の

整備、維持管理及び運営に民間の資金とノウハウを活用し、行政サービスの提供を行う手

法です。 
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⑶ 保有すべき公共施設については、計画的な維持管理や耐震化を行い、安全

性や快適性を確保します 

施設の必要性を検討の上、保有を継続する公共施設については、必要な

耐震対策を行い、市民や施設利用者の安全性に十分に配慮するとともに、計

画的な修繕や適切な維持管理等を実施し、施設利用者が快適に公共施設を

利用することができるよう取り組みます。 

また、公共施設の維持管理については、予防保全の考え方を取り入れ、公

共施設の長寿命化を図るなど、ライフサイクルコストの縮減についても検

討します。 

 

２ 今後のインフラの在り方に係る基本的な考え方 

道路や上下水道などのインフラは市民のライフラインであることから、急

激な縮減は困難であると考えられます。しかし、長期的な人口減少等を踏まえ

ると、現在の水準以上のインフラ拡大は慎重に検討する必要があります。 

そのため、インフラはこれまで以上に必要性を精査した上で、新規投資の事

業効果・効率を十分に検討します。 

また、既に整備した道路、橋りょう、上下水道などは、長寿命化等による維

持管理・更新経費の縮減、平準化に努めるほか、将来的に人口減少などにより

著しい過疎化や無居住地区の発生の懸念がある場合には、市民への影響を考慮

した上でインフラの縮小についても検討を行います。  
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第４章 公共施設等全体に係るマネジメント基本方針 
 

第３章では、本市における公共施設等の在り方についての基本的な考え方を

整理しました。ここでは、より具体化した公共施設等のマネジメント基本方針を

定めます。 
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11 体制構築 

（１）一元的な管理に向けた体制構築 
・施設関連情報をデータベースとして一元管理・集約し、総合的な整備・維持管理を実施 
・PDCA サイクルを前提とした管理を行い、効果的・効率的な施設管理を検証 

・遊休施設や遊休スペースの把握や新たな施設ニーズへの対応を検討 
（２）財政面の体制構築 
・財政計画・予算編成への活用や公会計システムとの連携 

・受益者負担の見直しを検討 

６ 統廃合  

・市民ニーズに応じた施設の再編 
・施設複合化等による施設総量の最適化 

・運営方法の見直し 

７ ＰＰＰ／ＰＦＩ  

・指定管理者制度の促進やＰＰＰ／ＰＦＩ等
の事業手法を用いた民間活力の導入を検討 

10 他市町等との連携 

・市単独で施設を整備するフルセット主義か
ら脱却し、国・県・周辺市町との連携を検討 

８ ユニバーサルデザイン化 

・全ての人が安全かつ安心に施設を利用でき
るようユニバーサル化を推進 

９ 脱炭素化 

・省エネ設備や再生可能エネルギー等の導入
を進めることで脱炭素化を推進 

１ 点検・診断 

・施設の状況を日常的・定期的に点検・診断
し、診断結果をデータベースとして情報を

蓄積 

２ 維持管理 

・長期的な視点から維持コストを最適化 

・施設の適切な保全を実施し、施設利用者の施
設の快適な利用を図る 

３ 安全確保 

・危険性のある箇所は、費用面、利用状況、優
先度を踏まえて修繕・更新し、安全性を確保 

・不要施設は、周囲の安全性を考慮し、適時適 
切に除却 

４ 耐震化  

・必要な施設には耐震補強を実施し、耐震性の
向上を図ることで施設利用者の安全性を確保 

５ 長寿命化 

・必要な施設の長寿命化を推進することで、長

期的な視点で更新コストの縮減を実現 
・用途変更が容易な設計を検討することにより
将来の社会環境や市民ニーズの変化への対応

力を強化 
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１ 点検・診断の実施方針（現状を把握する） 

公共施設等を適切に維持管理するためには、日常的・定期的に点検・診断し、

その現状を把握することが重要となります。そこで、公共施設及びインフラの

点検・診断に係る実施方針を次のとおり定めます。 

 

⑴ 公共施設に係る実施方針 

施設評価を踏まえた点検・診断の優先度を設定した上で、優先度の高い公

共施設については、日常点検・建物診断の結果及び一定の修繕履歴をデータ

ベースとして情報を集約・蓄積させます。 

法定点検等の重要な点検や優先度の高い公共施設の診断結果等について

は施設所管課と建築担当課が情報を共有し、建築担当課が適宜適切に技術

的なサポートを行うことで、適切な公共施設の保全を図ります。 

 

⑵ インフラに係る実施方針 

道路・橋りょう・上水道・下水道のそれぞれの分野において必要な規模等

を検討した上で、個別に策定する長寿命化計画、経営戦略等に基づき、適切

な点検・診断を行います。 

 

２ 維持管理の実施方針（適切な保全を図る） 

公共施設等を継続して適切に保有するため、日常的・定期的な点検・診断結

果によって保全すべき設備及び更新時期などを把握するとともに、予防保全

の考え方を取り入れ、長期的な視点から維持管理経費の平準化とライフサイ

クルコストの縮減に努めます。 

光熱水費や清掃費、修繕費などの縮減を図るため、施設所管課にかかわらず、

同種の公共施設ごとの一括契約（複数年契約や包括契約等）の検討を進めます。

また、環境負荷及びエネルギーコスト低減の観点から、ESCO 事業13等の実施、

高効率設備機器（省エネ機器）や再生可能エネルギーの導入、建築物環境性能

評価制度等の活用などの検討を行います。 

これらを踏まえ、公共施設及びインフラ維持管理・修繕・更新等に係る実施

方針を次のとおり定めます。 

 

  

                         
13 ESCO（Energy Service Company）事業とは、ESCO事業者が維持管理等の包括的なサービ

スを提供し、その結果得られる費用削減額をESCO事業者と委託者（市）が一定の取り決め

により配分するものです。省エネルギーに寄与し、費用削減効果は、ESCO事業者による省

エネルギー効果の保証を通じて一定程度担保されます。 
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⑴ 公共施設に係る実施方針 

これまで財政的な制約から保全が十分でなかった公共施設についても、

施設評価を踏まえた維持管理・修繕・更新等の優先度を設定（本計画第５章

参照）した上で、優先度の高い公共施設については、保全計画の策定と保全

計画に基づく保全の予算化・執行を行い、施設利用者が公共施設を快適に利

用できるようにします。 

 

⑵ インフラに係る実施方針 

道路・橋りょう・上水道・下水道のそれぞれの分野において必要な規模等

を検討した上で、個別に策定する長寿命化計画又は投資計画、経営戦略等に

基づき、適切な維持管理・修繕・更新等を行います。 

 

３ 安全確保の実施方針（利用者の安全性を確保する） 

継続して保有する公共施設等の安全性を確保するため、劣化・損傷などによ

り安全面での危険性が認められた箇所については、費用面・利用状況・優先度

などを踏まえて、修繕・更新等を行います。 

また、再利用等を十分に検討した上で不要となった施設等については、周囲

の安全性などを考慮して、適時・適切に除却します。 

 

４ 耐震化の実施方針（耐震性能の向上を図る） 

安全性の確保において特に重要となる公共施設等の耐震化については、地

震などの災害時に備えて十分な耐震性能が確保される必要があります。その

ため、今後も存続させると判断した公共施設等について、耐震診断の結果等を

踏まえて、耐震補強や耐震対策などを適切に実施し、施設利用者の安全確保を

図ります。 

 

５ 長寿命化の実施方針（公共施設等を長く使う） 

公共施設等の更新に係る費用は、財政に大きな影響を及ぼすため、今後も必

要な公共施設等については、長寿命化によって更新コスト（ライフサイクルコ

スト）の縮減を図ることを目的に、公共施設及びインフラのそれぞれの実施方

針を次のとおり定めます。 

 

⑴ 公共施設に係る実施方針 

一般社団法人日本建築学会編「建築物の耐久計画に関する考え方」におけ

る公共施設の躯体の使用年数は、普通品質の鉄筋コンクリート造の場合は

60 年以上が望ましいとされています。一方で、本市では、これまで事後保

全を通常として行われたため、使用年数が 60 年に満たない公共施設であっ

ても耐久性が懸念されます。そのため、施設評価を踏まえた優先度を設定し
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た上で、一定の施設については長寿命化を図り、60 年以上の使用年数の確

保に努めます。また、公共施設の長寿命化を図るためには、ハード面の適正

な維持管理だけでなく、公共施設の用途といったソフト面の対応力を高め

るべく、将来の施設へのニーズの変化に柔軟に対応する必要があります。そ

のため、公共施設を整備する際には、用途変更や区画変更が容易な設計を検

討することで将来の社会環境や市民ニーズの変化への対応力を高めます。 

 

⑵ インフラに係る実施方針 

道路・橋りょう・上水道・下水道のそれぞれの分野において必要な規模等

を検討した上で、個別に策定する長寿命化計画又は投資計画、経営戦略等に

基づいた長寿命化を行います。 

 

６ 統廃合の推進方針（施設をまちのサイズに合わせる） 

全ての公共施設等を現状のまま更新していくことは、人口減少及び施設の

利用状況を勘案すると、その必要性は高いとは言えず、財政的制約からも困難

です。 

将来にわたり、持続可能な市民サービスを提供するため、公共施設等の総量

を縮減し、公共施設等の適正化を図ることを目的として、公共施設及びインフ

ラのそれぞれの実施方針を次のとおり定めます。 

 

⑴ 公共施設に係る実施方針 

人口の推移や財政状況を踏まえ、公共施設（機能）の集約、廃止等を全庁

的に検討し、次の３点を指針として公共施設の適正化を進めていきます。 

ア 市民のニーズに応じた公共施設の再編を行います（人口配置・構成を見

据えた再編など）。 

イ 公共施設の複合化などにより、施設総量を最適化します。 

ウ 事業の運営方法を見直します（事業の外部委託の推進など）。 

これらの指針に基づいた公共施設の再編を着実に進めるため、「公共施設

整備マネジメント協議制度」を導入し、公共施設を更新・整備する場合、本

計画との整合性や公共施設の必要性、適正規模・配置、効果的・効率的な更

新・整備・運営手法などについて本計画の所管課と施設所管課で事前協議を

行います。また、本計画の所管課では公共施設の適正化に向けたアクション

プラン等の策定及び進行管理を行います（本計画第８章参照）。 

 

⑵ インフラに係る実施方針 

インフラは必要性を精査した上で、新規投資の事業効果・効率を十分に検

討します。 

また、既に整備した道路や橋りょう、上下水道などは将来的に人口減少な
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どにより著しい過疎化や無居住地区の発生の懸念がある場合には、市民の

ライフラインを考慮した上でインフラの縮小についても検討を行います。 

 

７ ＰＰＰ/ＰＦＩの活用（民間と協力する） 

継続して保有する公共施設等については、効果的・効率的な管理運営・整備

を検討します。具体的には、指定管理者制度の促進やＰＰＰ/ＰＦＩ等の事業

手法を用いた民間活力の導入等に向けた検討を行います。 

 

８ ユニバーサルデザイン化の推進方針 

公共施設等は、修繕・更新の機会に当たっては、乳幼児、妊婦、高齢者、障

害者、外国人など全ての人が安全かつ安心して施設を利用できるよう、ユニ

バーサルデザイン化を推進します。 

 

９ 脱炭素化の推進方針 

公共施設等において、省エネ設備の導入や再生可能エネルギーの導入等を

進めることで、脱炭素化に向けた取組を推進し、持続可能なまちづくりを目指

します。 

 

10 他市町との連携（周辺市町等と協力する） 

公共施設等の整備・管理運営を周辺市町等と協力し、公共施設等の効果的・

効率的なサービス提供を行うため、公共施設等のそれぞれの実施方針を次の

とおり定めます。 

 

⑴ 公共施設に係る実施方針 

市内で全ての用途の公共施設を整備するというフルセット主義から脱却

し、国・県・周辺市町との連携等の可能性を検討します。 

 

⑵ インフラに係る実施方針 

周辺市町との連携等による事業の効率化を検討します。  
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11 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針（体制を整える） 

公共施設等を総合的かつ計画的に管理するため、一元的な管理に向けた体

制構築及び財政面の体制構築の方針を次のように定めます。 

 

⑴ 一元的な管理に向けた体制構築 

マネジメント基本方針を推進するため、これまで施設所管課でそれぞれ

管理していた公共施設等に関する情報をデータベースとして一元的に管理

し、総合的な観点から公共施設等の整備・維持管理を行います。 

データベース化した情報及びその情報から整理した課題を庁内で共有す

るとともに、効果的・効率的な公共施設等の管理ができているかＰＤＣＡサ

イクルにより検証します。 

また、公共施設に関する情報を庁内で一元的に管理することにより、公的

不動産（ＰＲＥ）の有効活用等の検討を進めるための基礎的な情報を整理で

きるほか、新たな公共施設等のニーズに充てる遊休施設・遊休スペースを把

握します。なお、公益的な活用方法等が見込めず、不要となった遊休施設等

については、除却・処分を進めます。 

 

⑵ 財政面の体制構築 

マネジメント基本方針を推進するためには、日常点検・建物診断の結果や

法定点検の結果等を施設所管課と技術担当課が情報共有するだけでなく、

それらの結果等を踏まえて、本計画の所管課、財政担当課、建築、土木等の

技術担当課などの関係課が連携し、技術的観点やライフサイクルコストの

観点から優先順位を設定し、保全が必要と判断された公共施設等について

は、適時・適切な予算化を図ります。 

また、管理運営費の縮減等を行った上で、使用料が無料又は管理運営コス

トに比べて著しく安価である公共施設については、施設利用者から適正な

使用料を徴収するなど、住民福祉の観点から受益者負担の見直しを検討し

ます。 

また、管理運営費等のコスト情報を適切に把握するため、公会計システム

等の活用を図ります。 
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第５章 公共施設に係る評価の実施及び保全等の優先度設

定に係る基本方針 
 

「第４章 公共施設等全体に係るマネジメント基本方針」で定めた方針に基

づき公共施設の総量適正化等を推進するためには、まずは公共施設の在り方を

検討するための基礎となる各施設の評価を行う必要があります。 

また、公共施設の点検・診断及び維持管理・修繕・更新、長寿命化等を実施す

る前提として、それぞれの実施水準となる優先度を設定するために施設ごとの

評価を行う必要があります。 

ここでは公共施設の評価及び公共施設の統合や廃止の方向性の検討方針を定

めるとともに、それぞれの評価結果に基づく優先度の設定方針を定めます。 

公共施設の統合や廃止の方向性を見据えた個々の施設評価の際には、本市の

公共施設全体から見た配置状況や公共施設の重要性を勘案します。個々の公共

施設の評価は、公共施設のハード面（建築物）の状況及びソフト面（施設で提供

されるサービス）の状況を踏まえた一次評価を行うこととし、一次評価に基づい

て公共施設の在り方の方向性を決定します。公共施設の在り方の方向性を決定

した後に二次評価を行い、本市の公共施設全体から見た配置状況や施設の重要

性を勘案した上で、今後策定するアクションプラン（本計画第８章参照）に活用

することで、施設の今後の具体的な在り方を決定します。 

一次評価及び二次評価については、次の検討を行います。 

 

１ 評価及び施設の方向性検討（一次評価） 

一次評価では、公共施設のハード面（建築物）及びソフト面（公共施設で提

供されるサービス）の状況という２つの観点から評価を行います。 

ハード面では既存の公共施設の更新時期及び耐震性能など建物自体の持続

可能性を検討し、ソフト面では公共施設の設置目的を効果的・効率的に果たし

ているかを検討します。 

ハード面及びソフト面の一次評価によって各公共施設を４つのグループに

分け、各グループの在り方を次の方向性で検討します。 
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評価結果 施設の在り

方の方向性 
公共施設の具体的な方向性の例 

ハード面 ソフト面 

高 高 施設の維持  維持（サービスの維持・向上） 

低 高 
ハード面の

改善 

 移転14 

 改修15 

 建替え16 

低 低 
抜本的見直

し 

 廃止・縮減 

 管理運営方法の見直し 

高 低 
ソフト面の

改善 

 転用 

 空きスペースの活用 

 管理運営方法の見直し 

 

  

                         
14 本市の余剰施設への移転を優先するなど本市全体の状況を踏まえて検討します。 
15 耐用年数到来時点で建築物の物理的調査を行い、躯体等が良好の場合には、長寿命化の

考え方に基づいた改修を行います。 
16 「第３章 今後の公共施設等の在り方に係る基本的な考え方」で示したように公共施設

を更新する場合は、施設の複合化など最も効果的・効率的な手法を検討します。 

施設評価及び施設の在り方の方向性 
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２ 評価及び施設の方向性検討（二次評価） 

二次評価では、一次評価の結果、ハード面若しくはソフト面の改善が必要と

された公共施設又は抜本的見直しが必要とされた公共施設を中心に評価を行

います。評価に際しては、本市の公共施設全体から見た配置状況や重要性を勘

案し、効果的・効率的な住民サービスの提供が可能であることを前提とします。 

特に市の公共施設全体から見た配置状況を勘案する際には、公共施設の利

用圏域を設定し、同一の利用圏域内に特定の機能（用途）を果たす公共施設を

１つのみとすることを原則として公共施設の再配置を行います。利用圏域の

設定については、市民全体を利用対象者とする公共施設（市域）又は地区単位

での利用を主とする公共施設（地域）の２種類とします。 

利用圏域 説明 施設例 

市域 
市民全体を利用対象者とする公共

施設 

スポーツ・レクリエーショ

ン系施設、庁舎、病院など 

地域 

各地区を基本単位とし、地区住民

やその周辺住民が主に利用する公

共施設 

集会施設、学校・幼稚園、

公営住宅など 

 

３ 点検・診断､維持管理・修繕・更新､長寿命化等の優先度の設定及び実施方針 

二次評価をもとに公共施設の統合や廃止の方向性を検討し、公共施設の必

要性が確認された場合、「第４章 公共施設等全体に係るマネジメント基本方

針」で定めた方針に基づく公共施設の点検・診断及び維持管理・修繕・更新、

長寿命化等を適切に行うことが重要になります。 

効果的・効率的な公共施設の維持管理の観点からは、全ての公共施設を長寿

命化するのではなく、長寿命化すべき対象施設を絞り込み、保全の実施水準を

公共施設ごとに設定することが求められます。 

そこで、ここでは施設評価に基づいて、公共施設の点検・診断及び維持管理・

修繕・更新、長寿命化等の実施水準となる優先度を設定します。 
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点検・診断及び維持管理・修繕・更新、長寿命化等、保全に係る優先度と保

全の実施方針については、次のとおりとします。 

優先度 実施方針 

Ａランク 
積極的に長寿命化を図ることとし、総合的な点検・診断、

保全計画に基づく保全を実施 

Ｂ－１ 

ランク 

長寿命化に関わるような重要な項目について点検・診断、

保全計画に基づく保全を実施 

Ｂ－２ 

ランク 

建物状況調査17を実施し、躯体状況の良好な場合に長寿命

化を実施 

Ｃランク 
長寿命化は実施せず、利用者の安全に関わるような最低限

の項目の保全のみ実施 

 

  

                         
17 築 40 年～50年を経過した施設について、コンクリート強度試験や中性化深さ試験等を

行い、施設の構造体の状況を把握します。積極的に長寿命化を図る施設を決定した後に

は、それぞれの施設単位で建物外部に面する部位や主要な設備などの長寿命化に重要な箇

所を選定し、重点的に修繕・更新を行います。 
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第６章 公共施設の総量適正化目標 
 

公共施設の総量適正化を推進するに当たっては、市民サービスをできる限り

維持しつつ、財政的制約を克服するという観点から、公共施設等の更新費用の試

算を踏まえたシミュレーションに基づき、公共施設の総量適正化目標を設定し

ます。 

 

１ 前提条件 

シミュレーションに当たっての前提条件は、次のとおりとします。 

図表6-1 公共施設等の更新費用の試算に係る主な前提条件（共通） 

種別 前提条件 

公共施設 公共施設等更新費用試算ソフト（総務省公表）を用いて試算 

（算定方法） 

● 竣工年から 60 年後に建替えを行うとし、建替えまでの中

間である 30 年後に大規模改修を行うとする。 

● 大規模改修及び建替えに要する費用は次の単価表に更新

対象となる公共施設の面積を乗じた金額とする。 

● 病院事業会計に属する公共施設については過去の一般会

計による負担割合の実績（おおむね２分の１）を勘案し、面

積に２分の１を乗じる。 

 

【単価表】  （万円/㎡） 

用途 大規模改修 建替え 

市民文化系施設 25  40  

社会教育系施設 25  40  

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 20  36  

産業系施設 25  40  

学校教育系施設 17  33  

子育て支援施設 17  33  

保健・福祉施設 20  36  

医療施設 23  40  

行政系施設 25  40  

公営住宅 17  28  

その他 20  36  

（資料：公共施設等更新費用試算ソフト（総務省公表）の前提条件） 

道路 公共施設等更新費用試算ソフト（総務省公表）を用いて試算

（算定方法） 

● １年当たり更新費用＝敷設面積÷15 年×4,700 円/㎡ 
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種別 前提条件 

橋りょう 長寿命化修繕計画を既に作成済みであり、当該計画における

重要橋りょうの更新費用の試算金額の１年当たり金額を用い

る。 

 

【今後 100 年間の総費用（長寿命化修繕計画での試算）】 

対症療法型：約 18,298 百万円 

→１年当たり 182,980 千円 

長寿命化修繕計画：約 6,760 百万円 

→１年当たり 67,600 千円 

なお、上下水道事業は現在個別施設計画等に基づき事業を進めており、一般

会計の負担額は繰出金として見込んでいるため、試算対象としていません。 

歳入については、過去３年間（令和 2（2020）年度を除く。）の平均としま

す。 

 

２ シミュレーション結果 

公共施設等の更新費用の試算に基づくシミュレーションの結果は次のとお

りです。既存の公共施設を全て更新し、道路及び橋りょうをそのまま更新した

場合には、今後 30 年間、年平均で約 20 億円の財源が不足することが見込ま

れます。 

 

図表6-2 歳出内訳推移 
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３ 公共施設の総量適正化目標 

既存の公共施設等をそのまま全て更新した場合には、長期的な視点に立つ

と、財源不足になることが想定されます。そのため、市民サービスをできる限

り維持しつつ、財政的制約を克服するという観点から今後の対応を検討する

必要があります。 

具体的には、道路及び橋りょうについて予防保全等による長寿命化を中心

とした対策を講じた上で、公共施設の総量適正化（縮減）と保全対象・水準の

絞込みなどを検討します。 

これらの方針のもとで試算（公共施設の総量適正化目標の算出）を行ったと

ころ、現在の公共施設の総量（延べ床面積）のうち 39.8％を今後 30 年間で縮

減することが必要になる結果になりました。 

平成 28（2016）年度の本計画当初策定時の試算結果が 42.3％であったのに

対して、令和４（2022）年度の改定時は試算結果が約３％低下しました。ただ

し、低下した主な要因は、平成 28（2016）年から段階的に公共施設の延べ床

面積を縮減してきたこと等によるもので、財政状況等の改善によるものでは

ありません。 

したがって、引き続き公共施設等の適正化に取り組んでいく必要があるこ

とから、公共施設の総量適正化目標は平成 28（2016）年の本計画当初策定時

から変更せず、今後 30 年間で約４割の公共施設総量（延べ床面積）を縮減す

ることを目標とします。 

なお、本市では、「市営住宅長寿命化計画」など既存計画による統廃合や公

共施設の地元移管等で既に約２割（検討中のもの等を含みます。）の公共施設

を縮減することを見込んでいるため、今後は更に約２割の公共施設総量の縮

減を検討することが必要です。 

 

 

 

 

 

  

【目標の具体的算出方針】 

①財源不足額を10年単位（令和５（2023）年度～令和14（2032）年度、令和15（2033）年度

～令和24（2042）年度、令和25（2043）年度～令和34（2052）年度）で区切った上で、そ

れぞれの期間内の公共施設の建替え費用試算額（全て更新する場合）との比較により、各

期間内の施設縮減目標を算出する。 

②施設縮減による追加的費用縮減額として、平成 25（2013）年度施設管理運営費（施設

調査票から）の２分の１（期間中の段階的縮減を想定）を期間中に加える。 

③総量適正化目標は、歳出総額を本市の過去３か年歳入額（約 20,758 百万円）に見合う

水準とする。 

【公共施設の総量適正化目標】（平成 28（2016）年度当初計画策定時目標を維持） 

  今後 30 年間に、公共施設総量（延べ床面積）を約４割縮減する。 
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図表6-3 公共施設総量の適正化目標等の算出 

１ 既存公共施設全体に対する縮減率（注２・注３） 

項目＼期間 R5～14 年度 R15～24 年度 R25～34 年度 備考 

既存公共施設全体に対する縮減率 12.8% 18.8% 8.2% 
総量適正化目標 
(30 年間の累積縮減

率) 
39.8% 

 

２ 公共施設適正化取組による歳出見込み （百万円/年） 

項目＼期間 R5～14 年度 R15～24 年度 R25～34 年度 備考 

適
正
化
前
歳
出 

歳出総額（取組前）（注 1） 23,778 22,281 21,871 
公共施設等の適正化に取り組まない場

合 p52 シミュレーション参照 

うち施設更新投資額 805 1,692 1,346 
公共施設等の適正化に取り組まない場

合の公共施設更新（建替）費用 

うち施設大規模改修費用 2,465 552 731 
公共施設等の適正化に取り組まない場

合の公共施設大規模改修費用 

うち施設管理運営費 348 348 348 
公共施設等の適正化に取り組まない場

合の公共施設管理運営費用 

公
共
施
設
適
正
化
取
組
に
よ
る
費
用
縮
減
効
果 

施設更新投資額縮減(注２)（注３) △826 △1,109 △492 
公共施設総量適正化目標による公共施

設更新（建替え）費用縮減 

（上記費用縮減のための延床面積縮減率） (12.8%) (18.8%) (8.2%) 
左記数値累計の 39.8％が公共施設の総

量適正化目標、算出方針は p53 参照 

道路の長寿命化に伴う更新費用縮減 △222 △222 △222 
長寿命化（耐用年数 1.5 倍）により更

新費用 2/3 に縮減 

橋りょう長寿命化に伴う更新費用縮減 △301 △247 △147 
長寿命化により 67,600 千円に縮減（長

寿命化計画等） 

大規模修繕の対象を限定 △1,644   
今後 10 年に大規模修繕を迎える施設に

つき修繕対象を限定 

既存施設の管理運営費縮減 △17 △20 △23 
既存の施設の管理運営費縮減(一律

５％) 

過年度縮減施設に係る費用縮減額  △115 △341 
過年度縮減施設に係る大規模改修費及

び管理運営費 

うち過去期間縮減施設に係る大規模改修費用  △70 △231  

うち過去期間縮減施設に係る管理運営費  △44 △110  

合計 △3,011 △1,713 △1,225  

歳出総額（取組後） 20,767 20,568 20,646 
適正化前歳出総額－適正化取組による

縮減効果額 

上記の適正化取組により、歳出総額は本市の過去３か年（平成 30（2018）年度、令和元

（2019）年度、令和３（2021）年度）の歳入実績額の平均、約 20,758 百万円に見合う水準とな

ります。 

注１ 公共施設等の適正化に取り組まず、全ての公共施設やインフラについて更新等を実施

した場合の歳出見込みです。 

注２ 既存計画（「市営住宅長寿命化計画」等）などによる将来的な縮減率は約２割を想定し

ており、今後は約２割（累計縮減率：39.8％－20％＝19.8％）の公共施設についてさ

らに縮減の検討が必要です。 

注３ 本計画の適正化目標の内訳数字である各期間での縮減率は、更新シミュレーション

（財政的な制約、周期的な公共施設等の更新など）を前提としたものであるため、総

量適正化目標の４割縮減に向けた各期間での縮減率は当該期間の更新対象施設や財政

状況等を踏まえて、アクションプランで別途検討することとします。  
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第７章 用途別公共施設等の現状と課題の整理及びマネジ

メント基本方針 
 

「第４章 公共施設等全体に係るマネジメント基本方針」で示した基本方針

をもとに施設の見直しを行っていきます。その上で施設の用途ごとに現状と課

題を踏まえて、次のとおりマネジメント基本方針を定めます。 

なお、個別施設の具体的な方向性については、マネジメント基本方針を踏まえ、

個別施設計画等で別途検討します。また、それぞれの公共施設の稼働状況等の客

観的なデータについては、稼働率調査等で適宜把握します。 

 

１ 市民文化系施設 

市民文化系施設は12施設あり、そのうち10施設が集会施設、２施設が文化施

設となっています。 

 

⑴ 集会施設 

ア 施設の概要 

 
建物の耐用年数を 60 年18とすると、10 施設中６施設が今後 30 年ほどで

耐用年数を迎えます。また、この６施設は耐震性能について検討が必要で

す。このほかに、集会施設（コミュニティセンター）が茜が丘複合施設（野

村地区）内にあります。また、会議室等が市民交流施設（津万地区）内に

あるほか、一部の地域には団地集会所等があります。 

 

イ 配置状況 

集会施設は、地区単位での利用を主とする施設として各地域に配置さ

れています。津万地区に２つ、黒田庄地区には５つの集会施設があるよう

に、配置状況については地理的偏在性の観点からの課題があります。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

  

                         
18 一般社団法人日本建築学会による耐用年数の標準（いわゆる「目標耐用年数」） 

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 コミュニティセンター西脇区会館　 西脇 1,177 1997年度 25年 新耐震基準 指定管理
2 大野隣保館 津万 744 1974年度 48年 未実施（要検討） 直営
3 隣保館上野会館 津万 978 1977年度 45年 未実施（要検討） 直営
4 コミュニティセンター日野地区会館 日野 828 1968年度 54年 未実施（要検討） 指定管理
5 芳田の里ふれあい館 芳田 844 1976年度 46年 未実施（要検討） 直営
6 黒田庄隣保館 黒田庄 893 1972年度 50年 未実施（要検討） 直営
7 コミュニティセンター黒田庄地区会館 黒田庄 1,791 1974年度 48年 未実施（要検討） 指定管理
8 黒田庄交流拠点施設（あつまっ亭） 黒田庄 103 2005年度 17年 新耐震基準 指定管理
9 黒田庄交流施設（岡あいあいセンター） 黒田庄 457 2005年度 17年 新耐震基準 指定管理

10 黒田庄交流施設（石原交流館） 黒田庄 136 2006年度 16年 新耐震基準 指定管理
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視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

津万地区に２つ、黒田庄地区には５つの集会施設が

あります。それらの設置経緯や規模等を勘案した上で、

同一用途の地区対応施設は各地区に１つという原則を

軸に見直しを行います。検討に当たっては次の点に留

意します。 

■施設によっては、当初の設置目的や必要性が薄れて

いることも想定されることから、集会所という機能

面から施設名称等にかかわらず、機能で横断的に判

断します。 

■稼働状況が低水準の施設について、その原因などを

把握した上で、地元自治会等が保有している集会所

の配置状況も踏まえ、集会施設の必要性を検討しま

す。 

■施設の利用目的及び利用状況を明確化し、地元への

移管を含めた施設の管理運営方法の合理化を検討し

ます。 

■本計画当初策定時の公共施設に関する市民アンケー

トにおいても小・中学校の地域開放・多機能化につ

いて賛成意見が多いことなどを踏まえ、複合化の方

針等に従い、教育施設をはじめとする他用途との横

断的な検討を行います。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

既存集会所の統廃合及び複合化の推進などにより、

施設利用者の利便性向上を図ります。 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。 

【受益者負担の適正化】 

無料で利用可能な施設がある一方で有料の施設もあ

り、受益者負担にバラつきが見られます。施設の利用

が一部に偏っていることも踏まえ、設置目的を踏まえ

て、使用料の見直しを検討します。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

10施設中６施設が今後30年ほどで耐用年数を迎えま

す。今後の在り方を定めた上で、今後も維持する施設
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視点 基本方針 

についてはハード面の改善として移転、改修又は建替

えを検討します。 

【耐震性の向上】 

10施設中６施設が旧耐震基準であることから耐震性

確保に係る検討を行います。今後の在り方を定めた上

で今後も維持する施設については、ハード面の改善と

して移転、改修又は建替えを検討します。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で、今後も維持する施設に

ついては長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を行

います。 

 

⑵ 文化施設 

ア 施設の概要 

 
このほかに、多機能ホール（約 600 席）が市民交流施設（津万地区）内

にあります。 

 

イ 配置状況 

文化施設は、市民全体を利用対象者とする施設として位置付けていま

す。各地域に網羅的には配置しておらず、西脇地区に配置されています。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

公共施設に関する市民アンケートでは、広域的に利

用される大規模施設については重点的に統廃合や近隣

施設との共同利用などを検討することについて64.7％

が賛成しています。これを踏まえ、将来の人口見通し

等の観点から、適正規模等について検討を行います。 

なお、旧市民会館を廃止し、市民交流施設に多用途

に活用できる多機能ホールを整備しました。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

音楽ホールの利用状況（稼働率、利用者数等）が低

くなっているため、ソフト面の見直しとして、利活用

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 まちんなか交流館 西脇 101 2001年度 21年 新耐震基準 指定管理
2 音楽ホール 西脇 1,273 1996年度 26年 新耐震基準 指定管理
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視点 基本方針 

の方法や管理運営方法の見直しを検討します。 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。 

【受益者負担の適正化】 

現状では特段の課題はありません。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

現状では特段の課題はありません。 

【耐震性の向上】 

現状では特段の課題はありません。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で、今後も維持する施設に

ついては長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を行

います。 
  



59 

２ 社会教育系施設 

社会教育系施設は５施設あり、そのうち１施設が図書館、４施設が資料館等

の施設となっています。それぞれの施設の配置状況は次のとおりです。 

 

⑴ 図書館 

ア 施設の概要 

 
茜が丘複合施設は、図書館、こどもプラザ、男女共同参画センター、コ

ミュニティセンター等を含む複合施設です。 

 

イ 配置状況 

茜が丘複合施設は、市民全体を利用対象者とする施設として、野村地区

に設置しています。 

 

ウ マネジメント基本方針 

茜が丘複合施設の整備に当たり、施設・機能の複合化を進めたほか、コ

ミュニティバスの乗り入れや図書館開館日数及び時間の延長など利便性

の向上を図りました。その結果、旧図書館を大幅に上回る利用状況となっ

ています。 

茜が丘複合施設では、長期的な施設維持を前提とした予防保全、コスト

情報や稼働率データの収集などを適切に行うほか、施設利用者のニーズ

に即した管理運営を行い、本市における公共施設のモデルケースとなる

運営を進めます。 

 

⑵ 資料館等 

ア 施設の概要 

 
播磨内陸生活文化総合センターは、郷土資料館、こどもプラザサテライ

ト等を含む複合施設です。 

 

イ 配置状況 

資料館等の施設は、市民全体を利用対象者とする施設として位置付け

ています。それぞれ目的の異なる各施設を西脇、日野、野村、比延地区に

１施設ずつ配置している状況です。 

  

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 茜が丘複合施設 野村 5,021 2015年度 7年 新耐震基準 直営

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 播磨内陸生活文化総合センター 西脇 3,468 1984年度 38年 新耐震基準 直営
2 鍛冶屋線市原駅記念館 日野 96 1993年度 29年 新耐震基準 委託
3 緑風台古窯陶芸館 野村 585 1982年度 40年 未実施（要検討） 委託
4 にしわき経緯度地球科学館 比延 1,279 1992年度 30年 新耐震基準 指定管理
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ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準の施設に

ついては、その状況を精査した上で施設の必要性や管

理運営方法などを検討します。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低くなっている

施設については、ソフト面の見直しとして、管理運営

方法の見直しを検討します。   

なお、播磨内陸生活文化総合センターの余剰スペー

スをこどもプラザサテライト、学習室等に転用しまし

た。 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。 

【受益者負担の適正化】 

必要に応じて使用料の見直しを検討し、受益者負担

割合を適正化します。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

耐用年数の到来が迫っている施設については、今後

の在り方を定めた上で、今後も維持する施設について

は、ハード面の改善として移転、改修又は建替えを検

討します。 

【耐震性の向上】 

現状では特段の課題はありません。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で、今後も維持する施設に

ついては、長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を

行います。 
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３ スポーツ・レクリエーション系施設 

スポーツ・レクリエーション系施設は17施設あり、そのうち９施設がスポー

ツ施設、８施設がレクリエーション施設となっています。それぞれの施設の配

置状況は次のとおりです。 

 

⑴ スポーツ施設 

ア 施設の概要 

 
建物の耐用年数を60年とすると、９施設中６施設が既に耐用年数の半

分を経過しており、うち３施設が耐震性能について一定の検討が必要な

状況です。 

なお、総合市民センターは青少年センター、研修施設等を含む複合施設

です。また、上記のほかに黒田庄福祉センターには、柔道場等を有する

ベーシックホールが整備されています。 

 

イ 配置状況 

スポーツ施設は、市民全体を利用対象者とする施設として位置付けて

います。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準の施設に

ついては、その状況を精査した上で施設の必要性や管

理運営方法などを検討します。 

検討に当たっては、公共施設に関する市民アンケー

ト結果などを踏まえ、市民のニーズが薄れている施設

について重点的に検討します。 

また、公共施設に関する市民アンケートでは、広域

的に利用される大規模施設に関し重点的に統廃合や近

隣施設との共同利用などを検討することについて

64.7％の市民が賛成していることを踏まえ、本市が独

自に各種スポーツ施設を持つ必要性があるかについて

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 総合市民センター 西脇 6,924 1981年度 41年 補強済み 直営
2 西脇公園（公園事務所等） 津万 1,022 1970年度 52年 未実施（要検討） 直営
3 天神池スポーツセンター体育館 津万 984 1992年度 30年 新耐震基準 指定管理
4 天神池スポーツセンター温水プール 津万 1,635 1996年度 26年 新耐震基準 指定管理
5 都麻の郷交流グラウンド（トイレ・倉庫棟） 津万 112 2006年度 16年 新耐震基準 直営
6 日野体育センター 日野 778 1977年度 45年 未実施（要検討） 直営
7 黒田庄体育センター 黒田庄 1,393 1978年度 44年 未実施（要検討） 直営
8 黒田庄ふれあいスタジアム野球場 黒田庄 466 2006年度 16年 新耐震基準 直営
9 旧グリーンスポーツハウス 野村 335 1979年度 43年 廃止予定 廃止
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視点 基本方針 

の検討を行います。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準であるが、

必要性が確認された施設については、管理運営方法の

見直しを検討します。 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。 

【受益者負担の適正化】 

必要に応じて使用料の見直しを検討し、受益者負担

割合を適正化します。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

西脇公園の一部施設、日野体育センター及び黒田庄

体育センターは、既に耐用年数が到来している又は今

後30年以内に耐用年数が到来します。今後の在り方の

検討とともに対応策を検討します。 

【耐震性の向上】 

日野体育センター、黒田庄体育センターは、耐震性

能について一定の検討が必要であり、今後の在り方の

検討とともに対応策を検討します。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で、今後も維持する施設に

ついては、長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を

行います。 

 

⑵ レクリエーション施設・観光施設 

ア 施設の概要 

 
建物の耐用年数を60年とすると、８施設中２施設が今後15年ほどで耐

用年数を迎えます。１施設は耐震補強について検討が必要である状況で

す。 

 

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 童子山公園（展望台等） 西脇 111 1973年度 49年 未実施（要検討） 委託

2 北はりま田園空間博物館総合案内所 津万 1,680 2002年度 20年 新耐震基準 指定管理
3 青年の家 比延 2,036 1979年度 43年 補強済み 指定管理
4 中畑林間ファミリー園 比延 332 1994年度 28年 新耐震基準 委託
5 日本へそ公園（レストハウス等） 比延 595 1995年度 27年 新耐震基準 委託
6 木谷山キャンプ場避難所 芳田 102 1994年度 28年 新耐震基準 直営

7
日本のへそ日時計の丘公園
（宿泊棟等）

黒田庄 2,051 1993年度 29年 新耐震基準 指定管理

8
日本のへそ日時計の丘公園
フォルクスガーデン

黒田庄 268 1998年度 24年 新耐震基準 指定管理
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イ 配置状況 

レクリエーション施設・観光施設は、市民全体を利用対象者とする施設

として位置付けています。 

 

オ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準の施設に

ついては、その状況を精査した上で施設の必要性や管

理運営方法などを検討します。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準であるが、

必要性が確認された施設については、管理運営方法の

見直しを検討します。 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。 

【受益者負担の適正化】 

必要に応じて使用料の見直しを検討し、受益者負担

割合を適正化します。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

耐用年数の到来が迫っている施設については、今後

の在り方を定めた上で、今後も維持する施設は、ハー

ド面の改善として移転、改修又は建替えを検討します。 

【耐震性の向上】 

童子山公園の各建物は、耐震性能について一定の検

討が必要であり、今後の在り方とともに各施設の必要

性を検討した上で、耐震性能の確保の方策を検討しま

す。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で、今後も維持する施設に

ついては長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を行

います。 

なお、公園に存する建物については、「公園長寿命化

計画」に基づき、適切な保全を行います。 
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４ 産業系施設 

産業系施設は７施設あります。 

 

⑴ 産業系施設 

ア 施設の概要 

 
建物の耐用年数を60年とすると、７施設中４施設は今後20年ほどで耐

用年数を迎えます。２施設は、耐震性能についても検討が必要な状況です。 

 

イ 配置状況 

北はりま農産物直売所、地方卸売市場、住吉市民農園管理棟、土づくり

センターは、市民全体を利用対象者とする施設として位置付けています。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準の施設に

ついては、その状況を精査した上で施設の必要性や管

理運営方法などを検討します。 

一部の施設は、利用者数が少なく、利用者が一部の

市民のみに限られている可能性があることから、施設

の必要性や地元移管など管理運営方法について重点的

に検討を行います。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準であるが、

必要性が確認された施設については、管理運営方法の

見直しを検討します。 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。 

【受益者負担の適正化】 

必要に応じて使用料の見直しを検討し、受益者負担

割合を適正化します。 

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 北はりま職業訓練センター 重春 2,046 1979年度 43年 未実施（要検討） 委託
2 地方卸売市場 野村 5,251 1983年度 39年 未実施（要検討） 委託
3 北はりま農産物直売所 野村 791 2010年度 12年 新耐震基準 指定管理
4 住吉市民農園管理棟 比延 101 2003年度 19年 新耐震基準 指定管理
5 土づくりセンター 黒田庄 5,459 2009年度 13年 新耐震基準 指定管理
6 津万地区ライスセンター 津万 1,283 1978年度 44年 廃止予定 廃止

7
黒田庄町前坂共同作業所
（ライスセンター）

黒田庄 954 1978年度 44年 廃止予定 廃止
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視点 基本方針 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

耐用年数の到来が迫っている施設については、今後

の在り方を定めた上で今後も維持する施設は、ハード

面の改善として移転、改修又は建替えを検討します。 

また、遊休化施設については、今後の在り方の検討

を進めます。 

【耐震性の向上】 

北はりま職業訓練センター、地方卸売市場は、耐震

性能について検討が必要であり、今後の施設の必要性

を検討の上、耐震性能の確保の方策を検討します。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で、今後も維持する施設に

ついては、長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を

行います。 
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５ 学校教育系施設 

学校教育系施設は13施設あり、そのうち12施設が学校、１施設がその他施設

となっています。 

 

⑴ 学校 

ア 施設の概要 

  
建物の耐用年数を60年とすると、12施設中８施設が今後10年～30年ほ

どで耐用年数を迎えます。耐震性能については、一定の対策が済んでおり、

問題となる施設は見られません。 

 

イ 配置状況 

学校は地区単位での利用を主とする施設として、前表のように小学校

は８校、中学校は４校の施設を各地区に設置しています。 

 

図表7-1 ５歳～14歳の人口推移の推計 

 
（資料：「西脇市人口ビジョン」） 

また、公共施設に関する市民アンケートでは、小・中学校について、セ

キュリティに配慮した上で地域開放・多機能化を進め、地域コミュニティ

の核となる施設とすることに 63.3％が賛成意見でした。 

  

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 西脇小学校 西脇 7,524 1970年度 52年 補強済み 直営
2 日野小学校 日野 5,967 1984年度 38年 補強済み 直営
3 西脇中学校 日野 9,954 1974年度 48年 補強済み 直営
4 重春小学校 野村 6,908 1972年度 50年 補強済み 直営
5 西脇南中学校 野村 8,838 2013年度 9年 新耐震基準 直営
6 比延小学校 比延 5,022 1999年度 23年 新耐震基準 直営
7 双葉小学校 比延 2,132 2013年度 9年 新耐震基準 直営
8 西脇東中学校 比延 4,471 1994年度 28年 新耐震基準 直営
9 芳田小学校 芳田 3,187 1967年度 55年 補強済み 直営

10 桜丘小学校 黒田庄 4,590 1989年度 33年 新耐震基準 直営
11 楠丘小学校 黒田庄 4,869 1993年度 29年 新耐震基準 直営
12 黒田庄中学校 黒田庄 7,026 1983年度 39年 補強済み 直営

単位：人 
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ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

また、本市の学校学習環境規模の適正化の方針を踏まえながら、本計画

に基づく個別施設計画である「西脇市立小中学校教育施設長寿命化計画

（令和２（2020）年３月策定）」を推進します。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

今後予想される少子化のさらなる進行を踏まえて、

学校教育系施設の在り方を見直します。 

また、検討に当たっては、小・中学校の地域開放・多

機能化について、集会施設、スポーツ施設（体育館）な

ど他の用途との横断的な検討を行います。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

児童・生徒の教育・学習環境等に配慮しながら、空

き教室や空き施設などについて、地域開放・多機能化

の検討を行います。 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。 

【受益者負担の適正化】 

現状では特段の課題はありません（義務教育施設で

あるため使用料なし）。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

耐用年数の到来が迫っている施設については、今後

の在り方を定めた上で今後も維持する施設は、ハード

面の改善として移転、改修又は建替えを検討します。 

【耐震性の向上】 

現状では特段の課題はありません。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で、今後も維持する施設に

ついては、長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を

行います。 

 

⑵ その他の教育施設 

ア 施設の概要 

 
学校給食センターは、平成 25（2013）年度竣工のため、老朽化の程度

及び耐震性能ともに現状では特段の課題は見られません。長期的な保全

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 学校給食センター 津万 2,435 2013年度 9年 新耐震基準 直営
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に向けて予防保全を行います。 

 

イ 配置状況 

学校給食センターは市内の学校へ給食を提供する拠点として津万地区

に設置しています。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、現状では特段の問題点等なく、今後、長期的

な保全に向けて予防保全を行います。 
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６ 子育て支援施設 

子育て支援施設は７施設あり、そのうち６施設が幼稚園、１施設が幼児・児

童施設となっています。それぞれの施設の配置状況は次のとおりです。 

 

⑴ 幼稚園 

ア 施設の概要 

 
幼保一元化への移行により、平成 29（2017）年度に公立幼稚園がしば

ざくら幼稚園（旧重春幼稚園）に統合されたため、５園の整理・活用等を

検討する必要があります。 

また、令和４（2022）年度には統合後のしばざくら幼稚園（旧重春幼稚

園）も閉園となるため、整理・活用等を検討する必要があります。 

 

イ 配置状況 

幼稚園は、地区単位での利用を主とする施設として各地区に配置され

ていましたが、しばざくら幼稚園への統合に伴い、現在は重春地区に配置

されています。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

平成26（2014）年８月に策定した「西脇市就学前教

育・保育の推進に関する基本方針」に従い、市立幼稚

園８園を平成29（2017）年度から１園に統合しました。 

また、市内の私立保育所の認定こども園への移行を

支援し、１園統合後の市立幼稚園は令和４（2022）年

度末に閉園します。 

なお、跡地の活用については、公共施設の総量を適

正化するという本計画の趣旨を踏まえ、老朽化施設に

ついては、除却・譲渡等を検討、活用可能施設につい

ては、他老朽化施設の代替等として検討を進めます。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

本市の幼稚園は、５歳児を対象としていましたが、

ニーズの拡大に対応し、１園統合後の幼稚園では３歳、

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 旧西脇幼稚園 西脇 983 1956年度 66年 補強済み 廃止

2 しばざくら幼稚園（旧重春幼稚園） 重春 831 1967年度 55年 補強済み 直営
3 旧比延幼稚園 比延 205 1966年度 56年 廃止予定 廃止

4
旧芳田幼稚園
（放課後児童クラブとして利用中）

芳田 366 1989年度 33年 新耐震基準 直営

5 旧桜丘幼稚園 黒田庄 252 1961年度 61年 廃止予定 廃止
6 旧楠丘幼稚園 黒田庄 377 1962年度 60年 廃止予定 廃止
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視点 基本方針 

４歳、５歳児を対象としています。 

また、通園バスの運行を行い、利用者の利便性向上

を図っています。 

【コスト縮減】 

１園に統合した施設について、令和４（2022）年度

末の閉園まで、園児の安全を確保した上で継続的な管

理運営費の縮減に努めます。 

【受益者負担の適正化】 

一定の規定により使用料を定めており、現状では特

段の課題はありません。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

令和４（2022）年度末の閉園を見据えて、園児等の

安全確保に必要な対応を行います。 

【耐震性の向上】 

令和４（2022）年度末の閉園を見据えて、園児等の

安全確保に必要な対応を行います。 

【長寿命化】 

令和４（2022）年度末の閉園を見据えて、園児等の

安全確保に必要な対応を行います。 

 

⑵ 児童施設 

ア 施設の概要 

 
 

イ 配置状況 

放課後児童クラブは地区単位での利用を主とする施設として前表のよ

うに野村地区に設置しているほか、学校の空き教室等を活用して各地区

で放課後児童健全育成事業を行っています。 

  

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 重春小学校放課後児童クラブ 野村 314 2005年度 17年 新耐震基準 直営
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ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

学校教育系施設の在り方の検討とあわせて、今後の

さらなる少子化の進行を勘案した検討を行います。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

子育て支援対策として十分な機能を果たせるように

今後も利用度向上に努めます。 

【コスト縮減】 

学校と一体的に整備されていることから、学校とと

もに管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約

の推進などによるコスト縮減策を検討します。 

【受益者負担の適正化】 

現状では特段の課題はありません。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

現状では特段の課題はありません。 

【耐震性の向上】 

現状では特段の課題はありません。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で、今後も維持する施設に

ついては、長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を

行います。 
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７ 保健・福祉施設 

保健・福祉施設は５施設あり、１施設が高齢福祉施設、４施設がその他の福

祉施設となっています。 

なお、以前は個別施設として健康づくりセンターが設置されていましたが、

市庁舎等建替に伴い、市庁舎・市民交流施設内部の施設として再編されました。 

 

⑴ 高齢福祉施設 

ア 施設の概要 

 
建物の耐用年数を 60 年とすると、老人保健施設しばざくら荘は今後 30

年ほどで耐用年数を迎えます。 

 

イ 配置状況 

老人保健施設しばざくら荘は、市民全体を利用対象者とする施設とし

て位置付け、拠点病院である西脇病院に隣接して設置しています。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

本市が別途定めている「西脇市高齢者安心プラン」

等の関連計画を踏まえ、長期的な施設維持を前提とし

ながら、今後の人口動態などの見込みなどを踏まえ、

適宜適正な定員規模等を検討します。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

現状では特段の課題はありません。 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。 

【受益者負担の適正化】 

現状では特段の課題はありません。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

現状では特段の課題はありませんが、今後、施設設

備等の更新等、長寿命化に向けた改修を進める必要が

あります。 

【耐震性の向上】 

現状では特段の課題はありません。 

【長寿命化】 

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 老人保健施設しばざくら荘 津万 3,835 1993年度 29年 新耐震基準 直営
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視点 基本方針 

長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を行います。 

 

⑵ その他の福祉施設 

ア 施設の概要 

 
建物の耐用年数を 60年とすると、４施設中３施設については今後 25年

～30 年ほどで耐用年数を迎えます。 

また、黒田庄福祉センターは、ベーシックホール、こどもプラザサテラ

イトからなる複合施設です。 

なお、ワークホームタンポポ、障害者地域活動支援センターは、福祉団

体に無償貸付しており、管理運営に係るコストは一部本市が補助するほ

か、福祉団体が負担しています。 

 

イ 配置状況 

その他の福祉施設は、市民全体を利用対象者とする施設として位置付

けています。各地域に網羅的には配置しておらず、津万、重春、黒田庄の

各地区に配置している状況です。 

   

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準の施設に

ついては、その状況を精査した上で施設の必要性や管

理運営方法などについて検討します。 

なお、検討に当たっては、集会施設と同等の機能を

有する施設もあることから、施設特性等に配慮しなが

ら、複合化の方針に従い、他の用途との横断的な検討

を行います。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準であるが、

必要性が確認された施設については、管理運営方法の

見直し及び稼働率が低下しているスペースの活用を検

討します。 

【コスト縮減】 

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 ワークホームタンポポ 津万 334 1992年度 30年 新耐震基準 直営
2 総合福祉センター（萩ケ瀬会館） 重春 1,820 1989年度 33年 新耐震基準 指定管理
3 障害者地域活動支援センター 黒田庄 737 1988年度 34年 新耐震基準 直営
4 黒田庄福祉センター 黒田庄 2,372 1998年度 24年 新耐震基準 指定管理
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視点 基本方針 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。 

【受益者負担の適正化】 

障害福祉施設については、施設特性等を踏まえ、今

後も受益者の負担は求めないことを基本とします。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

現状では特段の課題はありません。 

【耐震性の向上】 

現状では特段の課題はありません。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で、今後も維持する施設に

ついては、長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を

行います。 
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８ 医療施設 

医療施設は、西脇病院の１施設となっています。施設の配置状況は次のとお

りです。 

 

⑴ 医療施設 

ア 施設の概要 

 
 

イ 配置状況 

医療施設は、市民全体を利用対象者とする施設として位置付けていま

す。北播磨圏域の拠点病院として本市の中心市街地（津万地区）に配置し

ています。 

 

ウ マネジメント基本方針 

西脇病院では、「西脇市立西脇病院経営基本計画」を策定しており、当

該計画に従い、収入の確保、支出の削減など経営基盤の強化に向けた取組

を推進します。 

また、病院施設については、北播磨圏域の拠点病院としてふさわしい水

準の施設設備を維持できるよう、予防保全等の考え方に基づき、施設保全

を進めていきます。  

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 西脇病院 津万 22,734 2009年度 13年 新耐震基準 直営
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９ 行政系施設 

行政系施設は８施設あり、そのうち３施設が庁舎等の施設、５施設が消防関

係施設となっています。それぞれの施設の配置状況は次のとおりです。 

 

⑴ 庁舎等 

ア 施設の概要 

 
建物の耐用年数を 60 年とすると、既に１施設が耐用年数を迎えていま

す。また、他の１つについても今後 20 年ほどで耐用年数を迎えます。こ

れらの施設は、耐震性能についても検討が必要な状況です。 

なお、市庁舎・市民交流施設は、市庁舎と市民交流施設、健康福祉連携

施設からなる複合施設です。 

また、社会福祉協議会事務所及び旧西脇多可行政事務組合事務所は本

市の関係団体等へ貸し付けています。 

 

イ 配置状況 

庁舎等の施設は、市民全体を利用対象者とする施設として位置付けて

います。本市の中心市街地（津万地区）に配置しています。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

令和３（2021）年度に、分散していた旧庁舎等を市

庁舎・市民交流施設に集約し供用を開始しました。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

現状では特段の課題はありません。 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。周辺施設

の建替えなどの検討の際には、ライフサイクルコスト

が最適化されるように長期的な観点に立った仕様等を

検討します。 

【受益者負担の適正化】 

受益者負担は想定されないため、該当ありません。 

ハード面（建 【老朽化施設への対応】 

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 市庁舎・市民交流施設 津万 13,518 2020年度 2年 新耐震基準 直営・指定管理

2
社会福祉協議会事務所
（旧西脇健康福祉事務所）

日野 944 1962年度 60年 未実施（要検討） ― 

3
旧西脇多可行政事務組合事務所
（旧黒田庄町商工会館）

黒田庄 463 1982年度 40年 未実施（要検討） ― 
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視点 基本方針 

物）の見直し

耐震化 

老朽化していた旧庁舎等については、令和３（2021）

年度に建替えが完了し、市庁舎・市民交流施設として

供用を開始しました。 

その他施設については、今後の施設の在り方の検討

を行った上で、耐震化への対応などを検討します。 

【耐震性の向上】 

関係団体等に貸し付けしている２施設が耐震性につ

いて検討が必要な状況です。今後の施設の在り方の検

討を行った上で、必要な施設については対応を検討し

ます。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で今後も維持する施設につ

いては、長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を行

います。 

 

⑵ 消防関係施設 

ア 施設の概要 

 
上記のほか、各地域に小規模の防災倉庫が配置されています。 

 

イ 配置状況 

本市の防災にとって適切な機能を果たせるように各所に必要な機能を

配置しています。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

消防関係庁舎の配置等については、北はりま消防組

合及び関係市町において、広域的な観点から消防体制

の見直しを行い、庁舎等の再配置等（西脇消防署改築、

西脇消防署北出張所新築）が行われました。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

現状では特段の課題はありません。 

【コスト縮減】 

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 西脇消防署北出張所 津万 609 2017年度 5年 新耐震基準 －
2 コミュニティ消防センター 津万 289 2017年度 5年 新耐震基準 －
3 西脇消防署 野村 3,396 1980年度 42年 補強済み ―
4 黒田庄田高防災センター 黒田庄 235 2004年度 18年 新耐震基準 直営
5 喜多防災倉庫 黒田庄 174 2001年度 21年 新耐震基準 直営
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視点 基本方針 

現状では特段の課題はありません。 

【受益者負担の適正化】 

受益者負担は想定されないため、該当ありません。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

老朽化が課題となっていた西脇消防署については、

大規模な改築等が実施されたため、現状では特段の課

題はありません。 

【耐震性の向上】 

西脇消防署については、耐震補強を行ったため、現

状では特段の問題はありません。 

【長寿命化】 

消防関係施設については、長寿命化の実施方針を定

め、適切な保全を行います。 
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10 公営住宅 

公営住宅は20施設となっています。それぞれの施設の配置状況は次のとお

りです。 

 

⑴ 公営住宅 

ア 施設の概要 

 
建物の耐用年数を 60 年とすると、20 施設中 14 施設については今後 10

年～35 年ほどで耐用年数を迎えます。 

 

イ 配置状況 

公営住宅は地域対応施設として前表のように各地域に配置されていま

すが、一部の住宅は、地理的偏在性について課題があります。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

平成27（2015）年３月に策定（令和２（2020）年３月

改定）した「西脇市営住宅長寿命化計画」に従い、５団

地（日野ヶ丘団地（Ａ棟以外）、旭ヶ丘団地、坂本、津

万井、田高）の廃止等を計画するほか、長期的な視点

で適正な規模の管理戸数（次ページ図表７－２参照）

を実現します。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

現状では一部団地の廃止を見据えた新規入居者の制

限により、入居率の低下している団地も見られますが、

将来的な利用度について現状では特段の課題はありま

せん。 

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 殿ヶ丘団地 西脇 1,540 1985年度 37年 新耐震基準 直営
2 上野団地 津万 1,225 1983年度 39年 新耐震基準 直営
3 大野団地（八日） 津万 1,540 1982年度 40年 補強不要（診断済み） 直営
4 大野団地（大野） 津万 356 1979年度 43年 補強不要（診断済み） 直営
5 大野団地（西林寺） 津万 3,457 1993年度 29年 新耐震基準 直営
6 下戸田団地 津万 5,969 1996年度 26年 新耐震基準 直営
7 坂本団地 津万 281 1960年度 62年 補強不要（診断済み） 直営
8 上戸田団地 津万 1,529 1973年度 49年 補強不要（診断済み） 直営
9 向ヶ丘団地 津万 760 1963年度 59年 補強不要（診断済み） 直営

10 日野ヶ丘団地（A棟） 日野 3,422 2006年度 16年 新耐震基準 直営
11 日野ヶ丘団地（A棟以外） 日野 8,069 1973年度 49年 補強不要（診断済み） 直営
12 旭ヶ丘団地 重春 4,977 1963年度 59年 補強不要（診断済み） 直営
13 野村団地 野村 1,169 1979年度 43年 補強不要（診断済み） 直営
14 高嶋団地 比延 333 1978年度 44年 補強不要（診断済み） 直営
15 中畑団地 比延 683 1990年度 32年 新耐震基準 直営
16 田高団地 黒田庄 404 1967年度 55年 補強不要（診断済み） 直営
17 津万井団地 黒田庄 373 1967年度 55年 補強不要（診断済み） 直営
18 前坂南山団地 黒田庄 890 1981年度 41年 補強不要（診断済み） 直営
19 黒田団地 黒田庄 2,743 2002年度 20年 新耐震基準 直営
20 黒田北団地 黒田庄 1,463 1999年度 23年 新耐震基準 直営
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視点 基本方針 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。また、団

地の建替えなど施設整備については、ＰＰＰ/ＰＦＩな

ど効果的・効率的な整備手法の検討を行います。 

【受益者負担の適正化】 

一定の規定により使用料を定めており、現状では特

段の課題はありません。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

「西脇市営住宅長寿命化計画」に従い、保有ストッ

クを適正な状態に維持します。 

【耐震性の向上】 

「西脇市営住宅長寿命化計画」に従い、計画的に耐

震性能向上のための方策を検討します。 

【長寿命化】 

「西脇市営住宅長寿命化計画」に従い、長寿命化対

応すべき団地について重点的に長寿命化を推進しま

す。 

 

図表7-2 公営住宅の戸数の推移 

 
（資料：西脇市） 

※管理戸数は、市が保有している住宅戸数を表し、供給戸数は、入居中又は入居準備中の住

宅戸数を表します。 
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11 その他の公共施設 

医師公舎、駐車場など、その他施設は９施設となっています。 

 

⑴ その他 

ア 施設の概要 

  
建物の耐用年数を 60 年とすると、９施設中３施設は今後 20 年～35 年

ほどで耐用年数を迎えます。上記のほかに、90 ㎡未満の医師公舎が１戸

あります。 

なお、医師公舎（緑風台 01）及び医師公舎（緑風台 02）は入居者がお

らず、遊休状態にあります。 

 

イ 配置状況 

その他の施設は、医師公舎を除き、市全域の皆様が利用する施設として

位置付けています。各地域に網羅的には配置しておらず、西脇、重春、野

村の各地区に配置している状況です。 

 

ウ マネジメント基本方針 

マネジメント基本方針は、次のとおりとします。 

視点 基本方針 

規模・数量・配

置の適正化 

【統廃合の推進】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準の施設に

ついては、その状況を精査した上で施設の必要性や管

理運営方法などを検討します。 

また、医師公舎（緑風台01）及び医師公舎（緑風台

02）は遊休状態にあり、施設の廃止を予定しています。 

ソフト面（管

理運営方法）

の見直し 

【利用度向上】 

利用状況（稼働率、利用者数等）が低水準の施設に

ついては、ソフト面の見直しとして、転用や管理運営

方法の見直し、稼働率の低下しているスペースの活用

などを検討します。 

【コスト縮減】 

管理運営業務の複数年契約や包括契約、一括契約の

推進などによるコスト縮減策を検討します。 

No. 施設名 地区
延べ床面積

（㎡）
竣工年度 築年数 耐震補強 管理形態

1 医師公舎（アピカ） 西脇 593 1996年度 26年 新耐震基準 直営
2 西脇中央駐車場（アピカ） 西脇 9,702 1996年度 26年 新耐震基準 指定管理
3 医師公舎（五蘊１号、２号） 津万 748 1992年度 30年 新耐震基準 直営
4 医師公舎（五蘊３号） 津万 429 1984年度 38年 未実施（要検討） 直営
5 医師公舎（五蘊４号） 津万 239 2003年度 19年 新耐震基準 直営
6 公営墓地管理棟 重春 265 1996年度 26年 新耐震基準 委託
7 医師公舎（緑風台01） 野村 98 1979年度 43年 廃止予定 直営
8 医師公舎（緑風台02） 野村 105 1979年度 43年 廃止予定 直営
9 西脇市駅駐輪場 野村 303 1990年度 32年 新耐震基準 委託
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視点 基本方針 

【受益者負担の適正化】 

現状では特段の課題はありません。 

ハード面（建

物）の見直し

耐震化 

【老朽化施設への対応】 

耐用年数の到来が迫っている施設については、今後

の在り方を定めた上で今後も維持する施設は、ハード

面の改善として移転、改修又は建替えを検討します。 

【耐震性の向上】 

医師公舎（緑風台01）及び医師公舎（緑風台02）は耐

施設の廃止を予定しているため、耐震化の検討は行い

ません。 

【長寿命化】 

今後の在り方を定めた上で今後も維持する施設につ

いては、長寿命化の実施方針を定め、適切な保全を行

います。 
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12 インフラ 

⑴ 道路 

ア 概要 

道路は、総面積 2,129,678 ㎡（市道 2,098,043 ㎡、林道 31,635 ㎡）、

総延長 427,661ｍ（市道 419,444ｍ、林道 8,217ｍ）であり、過去に整備

した道路のうち 60％が昭和 60（1985）年までに集中しています。そのた

め、更新費用の縮減だけでなく、平準化が重要となります。 

 

イ マネジメント基本方針 

交通の安全性を確保し、継続的な使用ができるよう、長寿命化に向け

た修繕計画を策定するなど、維持管理・更新費用の縮減・平準化を図り

ます。また、新規の道路整備等については、事業の妥当性を、これまで

以上に精査するほか、本計画の趣旨に整合したものであるか十分に検討

します。 

 

⑵ 橋りょう 

ア 概要 

橋りょうは総面積 26,481 ㎡、総延長 4,390ｍであり、過去に整備した

もののうち 51.5％を 1970 年代までに整備しています。そのため、集中

整備した橋りょうの更新費用の抑制だけでなく、平準化が重要となりま

す。 

 

イ マネジメント基本方針 

長寿命化修繕計画に基づき、ライフサイクルコストを最適化するとと

もに市民の皆様の安全に資するように予防保全を推進します。 

 

⑶ 上水道 

ア 概要 

分類 主な構成施設 

上水道 管路、浄水場、配水池、ポンプ場等 

上水道の普及率は、令和２（2020）年度末現在、99.6％です。 

主な管理施設は、管路約 374 ㎞、４浄水場、配水池 17 箇所で、各施設

の耐震化率は、管路 30.5％、浄水施設 100％、配水地 96.3％です。 

 

イ マネジメント基本方針 

上水道事業では、令和４（2022）年 7月に策定した「西脇市水道ビジョ

ン・経営戦略」に基づき事業計画を進めるとともに、主要事業の着手前

には施策のフォローアップに基づき計画の検証を行っています。 
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これから本格的に始まる老朽施設の更新や、近年頻発している災害等

に備えるとともに、将来的な人口減少等の社会情勢変化による長期的な

水需要変化だけでなく、本市の企業誘致等の施策等に対しても柔軟に対

応していく必要があります。 

そのため、「安心・安定の確保とコスト」という視点から、効率的な施

設整備計画を立案することで、既存施設の有効利用や施設の統廃合を行

います。 

 

⑷ 下水道 

ア 概要 

分類 主な構成施設 

下水道 管路、マンホール、ポンプ場、処理場等 

生活排水処理率は、令和２（2020）年度末現在、100％で、水洗化率は

92.2％です。主な管理施設は、管路約 443 ㎞、ポンプ場 176 箇所、処理

場 11 箇所と雨水の排水施設です。 

 

イ マネジメント基本方針 

下水道事業においては、平成 29（2017）年（令和４（2022）年３月一

部見直し）に策定した「西脇市下水道事業経営戦略」に基づき、事業計

画を進めるとともに、維持管理経費の低減、処理場等の老朽化施設への

対応策として、施設の統廃合が最も効果的・効率的な手法であることか

ら、令和６（2024）年度中の統合完了に向けて事業等を推進しています。 

また、統廃合後においても維持すべき施設（ポンプ場、処理場等）の

一部について、老朽化が進んでおり、それらの設備更新が課題となって

います。 

そのため、「快適な生活環境の確保とコスト」という視点から、長寿命

化計画等に基づき、施設等の長寿命化を推進し、維持管理経費の低減及

び平準化を図り、設備の健全性を確保します。 

 

⑸ 公園 

ア 概要 

本市では、24 の公園緑地、総面積約 44.45ha を保有しています。公園

緑地には、その立地特性や役割などに応じて、東屋等の休憩施設や遊具

等が整備されています。また、日本へそ公園レストハウスなどの比較的

大きな建築物を複数有する公園もあります。 

 

イ マネジメント基本方針 

長寿命化計画等に基づき、公園施設の健全性確保及び管理運営費の縮
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減を図るとともに、市民の憩いの場として、公園緑地の機能が適切に発

揮されるように努めます。 

また、維持管理については、地域や市民との協働により実施できる仕

組みの検討を進めます。  
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第８章 フォローアップの実施方針 
 

１ ＰＤＣＡサイクルに基づいたマネジメント 

本計画で策定した各種方針を効果的・効率的に実行していくために、ＰＤＣ

Ａサイクルに基づいたマネジメントを行います。 

 

図表8-1 ＰＤＣＡサイクル概念図 

 
 

特に、次の諸点を実施することにより計画的に着実な推進を担保します。 

 

⑴ アクションプランの策定及び同プランに基づく対策の実績 

本計画では、公共施設等全体に係るマネジメント基本方針を策定しまし

た。 

このマネジメント基本方針に基づいて公共施設の適正化を推進するため

の実施計画として、第１期アクションプラン（平成 28（2016）年度～令和

２（2020）年度）、第２期アクションプラン（令和３（2021）年度～令和７

（2025）年度）を策定しました。 

同アクションプランにおいては、建築年数が 30 年超となる 50 施設を抽

出し、それぞれの施設の方針を決定しました。 
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なお、本計画当初策定時の現況（平成 27（2015）年 10 月）に比べ、令和

４（2022）年 11 月時点で延べ床面積は 14,256 ㎡（△5.7%）、施設数は 11 施

設（△9.6%）、それぞれ縮減しています。 

アクションプランは５年ごとに策定し、施設の統廃合や更新・整備を行う

場合は、原則としてアクションプランを通じて行うこととします。 

 

⑵ マネジメントの継続的な改善と公会計等の活用 

アクションプランの実行等において、改善すべき点が発見された場合は、

費用対効果を勘案し、効果的・効率的なマネジメントとなるように継続的な

改善を行います。 

また、施設別の財務書類を作成するといった公会計情報の活用や施設の

利用者数や稼働率を適切に把握できる体制の整備を進めます。 

 

⑶ 公共施設等総合管理計画の更新 

本計画は計画期間を 30 年としていますが、10 年ごとに進捗状況を総合的

に評価・検証し、計画を更新します。なお、第 1期中の令和５（2023）年３

月にデータの更新等を伴う計画改定を行ったことから、次回の更新は第２

期中の令和 13（2031）年度を目途とします。 

 

図表8-2 計画の更新とアクションプランの策定 

 
 

２ 市民及び市議会との情報共有 

公共施設等の在り方の見直しは今後の西脇市の持続可能な市民サービス提

供にとって非常に重要なものであり、計画の実行に当たっては市民や市議会な

どと情報を共有し、共に進めることが重要と考えています。 

そのため、本計画の内容や趣旨について、市民・市議会・行政が共有し、共

に計画を推進できるように、市広報紙やホームページでの情報提供だけでなく

市民説明会や市議会での定期的な報告等を進めていきます。 

  

平成28～令和2 令和3～7 令和8～12 令和13～17 令和18～22 令和23～27

(2016～2020) (2021～2025) (2026～2030) (2031～2035) (2036～2040) (2041～2045)

公共施設等
総合管理
計画

アクション
プラン

計画＼年度

基本計画

第２期 第３期第１期

検証 検証

検証 検証 検証 検証 検証

検証

検証

（改定） (更新)
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第９章 資料 
 

１ 公共施設の削減・増加の状況 

平成28（2016）年の計画策定時から令和３（2021）年までの公共施設の削減・

増加の状況は下表のとおりです。 

 

図表9-1 公共施設の更新状況（令和３(2021年)年現在） 

分類 施設名 地区 竣工年度 
延床面積（㎡） 

計画策定時 削減 増加 差引 

市民文化系施設 生涯学習まちづくりセンター 西脇 昭和 52 2,258 2,258 
 

△2,258 

 西脇公園会館 津万 昭和 32 178 178 
 

△178 

 市民会館 日野 昭和 40 2,868 2,868 
 

△2,868 

産業系施設 勤労福祉センター 西脇 昭和 47 1,287 1,287 
 

△1,287 

 黒田庄町西澤共同畜舎 黒田庄 昭和 56 9,584 9,584 
 

△9,584 

 黒田庄町前坂育苗施設 黒田庄 昭和 57 700 700 
 

△700 

 黒田庄町前坂共同畜舎 黒田庄 昭和 61 4,091 4,091 
 

△4,091 

子育て支援施設 日野幼稚園 日野 昭和 53 730 730 
 

△730  
比延幼稚園 比延 昭和 40 318 113 

 
△113 

保健・福祉施設 健康づくりセンター 日野 昭和 58 615 615 
 

△615 

行政系施設 市役所本庁舎 日野 昭和 42 5,362 5,362 
 

△5,362 

 市役所第二庁舎 日野 昭和 34 480 480 
 

△480 

 旧西脇農業改良普及センター 日野 昭和 36 1,280 1,280 
 

△1,280 

 黒田庄消防駐在所 黒田庄 平成７ 90 90 
 

△90 

 大門防災倉庫 黒田庄 平成７ 127 127 
 

△127 

 市庁舎・市民交流施設 津万 令和 2 0 
 

13,518 13,518 

 西脇消防署北出張所 津万 平成 29 0 
 

609 609 

 コミュニティ消防センター 津万 平成 29 0 
 

289 289 

 西脇消防署 野村 平成 30 0 
 

1,935 1,935 

公営住宅 公営住宅除却分 
  

844 844 
 

△844 

計 
   

30,608 16,351 △14,256 
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２ 西脇市公共施設適正化検討委員会の概要 

 ⑴ 西脇市公共施設適正化検討委員会条例 

   （設置） 

  第１条 西脇市公共施設の適正化について必要な事項を調査審議するため、  

西脇市公共施設適正化検討委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

   （所掌事務） 

  第２条 委員会は、市長の諮問に応じて、次に掲げる事項を調査審議する。 

   ⑴ 西脇市公共施設等総合管理計画の策定及び改訂に関すること。 

   ⑵ 西脇市庁舎及び周辺の公共施設の適正化に関すること。 

   ⑶ その他市長が必要と認める事項 

   （組織） 

  第３条 委員会は、委員 15 人以内で組織する。 

   （委員） 

  第４条 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

   ⑴ 学識経験のある者 

   ⑵ 各種団体を代表する者 

   ⑶ 公募による市民 

   ⑷ その他市長が特に必要と認める者 

   （委員の任期） 

  第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

  ２ 委員は、再任されることができる。 

   （委員長及び副委員長） 

  第６条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

  ２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

  ３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

  ４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠

けたときは、その職務を代理する。 

  ５ 委員長及び副委員長にともに事故があるとき又は委員長及び副委員長

がともに欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委員が、委員長の職

務を代理する。 

   （会議） 

  第７条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

  ２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができな 
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   い。 

  ３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、 

委員長の決するところによる。 

   （部会） 

  第８条 委員会に、その所掌事務を分掌させるために、部会を置くことがで

きる。 

  ２ 部会に属すべき委員は、委員長が指名する。 

  ３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選により定める。 

  ４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

  ５ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委

員のうちから、あらかじめ部会長の指名する者が、その職務を代理する。 

  ６ 部会の会議については、前条の規定を準用する。 

   （意見の聴取等） 

  第９条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席  

させて意見を聴き、又は委員以外の者から資料の提出を求めることがで

きる。 

   （庶務） 

  第 10条 委員会の庶務は、公共施設マネジメント担当部において処理する。 

   （委任） 

  第 11 条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

 

      附 則 

    （施行期日） 

   １ この条例は、平成 27 年４月１日から施行する。 

    （西脇市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条 

例の一部改正） 

   ２ 西脇市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条 

例（平成 17 年西脇市条例第 45 号）の一部を次のように改正する。 

   以下略 
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 ⑵ 西脇市公共施設適正化検討委員会名簿 

 

  委員区分 職名 氏 名 

1 学識経験者 関西学院大学教授 長 峯 純 一 

2 西脇市連合区長会 比延地区区長会長 鈴 木 恒 男 

3 西脇市教育委員  柴 垣 美 紀 

4 西脇市文化連盟 会長 藤 本 邦 之 

5 西脇市スポーツ協会 会長 藤  井  清  孝 

6 西脇青年会議所 理事長 浦  上 嵩  史 

7 西脇商工会議所女性会 会長 見 坂 康 恵 

8 西脇市社会福祉協議会 会長 長 尾 芳 明  

9 西脇市ＰＴＡ連合会 顧問 上 月  都 

10 公募  近 藤 文 博 

11 公募  世 並 美智子 

12 公募  伊 藤 照 美 
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 ⑶ 審議概要 

   

開催回 開催月日 審議内容 

第１回 

 

令和４(2022)年 

 10 月 12 日 

・委員委嘱 

・市長挨拶 

・委員紹介 

・委員長・副委員長の選出 

・諮問 

・会議の運営について 

・西脇市公共施設マネジメントの取

組状況について 

・公共施設等総合管理計画の改定に

ついて 

第２回 

 

令和４(2022)年 

11 月 29 日 

・前回の質疑について 

・公共施設等総合管理計画の改定に

ついて 
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３ 諮問・答申 

 ⑴ 諮問 
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⑵ 答申 

 
 

 



 

95 

４ 用語集 

用語 説明 ページ 
 あ行  
維持管理 既存建物や施設について性能及び機能を維持するために

行う行為 
P1 ほか 

維持管理経費 公共施設の光熱水費や維持管理に係る委託費、維持補修
費など 

P38 ほか 

インフラ インフラストラクチャーの略で、水道や道路網などの都
市基盤 

P1 ほか 

一般会計 地方公共団体の会計の中心をなすもので、行政運営の基
本的な経費を網羅して計上した会計 

P19 ほか 

一般財源 市民税等の地方税や地方交付税など、財源の使途が特定
されておらず、どのような経費にも使用（充てることが）
できる歳入 

P27 ほか 

ESCO （ Energy 
Service 
Company）事業 

ESCO（Energy Service Company）事業とは、ESCO 事業者
が維持管理等の包括的なサービスを提供し、その結果得
られる費用削減額を ESCO 事業者と委託者（市）が一定の
取り決めにより配分するものである。省エネルギーに寄
与し、費用削減効果は、ESCO 事業者による省エネルギー
効果の保証を通じて一定程度担保される。 

P42 

運営費用 公共施設の運営に係る人件費など P54 
 か行  
改修 劣化した建築物等の性能・機能を、初期水準を超えて改善

すること。 
P14 ほか 

稼働率 ある期間の最大限利用可能な定員数・開館時間等に対す
る実際の利用者数・利用時間等の割合 

P55 ほか 

橋りょう 河川や道路などの交差物の上に架け渡し、道路などを通
す構造物 

P1 ほか 

経常収支比率 財政構造の弾力性を測定する指標。低いほど財政運営に
弾力性があり、政策的経費に使えるお金が多くあること
を示している。人件費、扶助費、公債費、物件費、維持補
修費等のうちの経常的支出に充てられた市税、普通交付
税等の経常一般財源の割合 

P32 

公共施設等総合
管理計画 

地方自治体が所有する全ての公共施設等（道路、上下水道
等を含む。）を対象に、地域の実情に応じて、総合的かつ
計画的に管理する計画 

P1 ほか 

公債費 公共施設等の建設等のために借り入れした借金（地方債）
の元金及び、利息の償還費、一時借入金の利息 

P29 ほか 

更新 劣化した部位・部材や機器等を同性能・同仕様の新しい物
に取り替える行為（建替えを含む。） 

P1 ほか 

個別施設計画 インフラ長寿命化計画（行動計画）の下位に位置する計画
であり、所管省庁の指針等に基づいた長寿命化計画、維持
管理計画などで、再配置計画や長寿命化保全計画も含ま
れる。 

P2 ほか 

コミュニティバ
ス 

行政が中心となって、委託や自らの運営により、既存の定
期路線以外に必要としている地域に走らせるバスのこ
と。 

P59 

 さ行  
歳入 地方自治体の一会計年度における一切の収入 P1 ほか 
再配置 公共施設の効率化を図るため、用途や利用圏域などで整

理し、統廃合などの施策検討を行うこと。 
P49 ほか 

事後保全 施設の全体又は部位に破損が生じてから修繕するなど、
何か不具合が起きてから、対応する保全方法 

P43 
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指定管理者制度 平成 15（2003）年の地方自治法の一部改正により導入さ
れた制度のことで、公の施設の管理者を、民間の事業者、
NPO 法人などを含めた広い範囲の団体から公募し、事業計
画や収支計画などの提案内容から判断して、決めること
ができるようになった。官民連携手法の１つ。 

P39 ほか 
 

修繕 劣化した建築物等の性能・機能を、初期水準まで回復させ
ること。 

P14 ほか 

受益者負担 特定の公共事業に必要な経費にあてるため、その事業に
よって特別の利益を受ける者に経費の一部を負担させる
こと。 

P41 ほか 

譲渡 公共施設を民間事業者や地域団体に無償又は有償で譲り
渡し、本市が施設を所有しなくなること。 

P69 

公共施設の総量
適正化 

公共施設の延べ床面積総量を、将来の需要や負担できる
費用に合わせた適正な量にすること。 

P１ほか 

スケルトンイン
フィル工法 

建物の躯体（スケルトン）と、内装や設備（インフィル）
とを分離する工法のこと。当該工法を取り入れることで、
躯体に比べ寿命の短い内装や設備のみを適時に更新して
いき、結果的に躯体を長く使えることが期待される。 

P39 

 た行  
大規模改修 建物の長寿命化を目的に予防保全的に行う全面的な工事 P19 ほか 
耐震基準 建築基準法によって定められた、地震の際に建物が安全

であるために備えていなければならない技術的基準 
P7 ほか 

耐用年数 建物などが使用に耐えなくなるまでの利用年数 P14 ほか 
地方交付税 地方公共団体が、等しくその行うべき事務を遂行するこ

とができるよう、一定の基準により国が地方に交付する
税で、普通交付税と特別交付税に分かれる。 
国税のうち、所得税、法人税、酒税及び消費税の一定割合
並びに地方法人税の全額が法定され、国一般会計からの
加算等を含め総額が確保されている。 

P27 ほか 

長寿命化 計画的に日常修繕・大規模改修をすることで、建物の構造
体の劣化進行を遅らせ、長期間使用すること。 

P2 ほか 

転用 施設の使用用途を変更し、別の目的で使用することで、既
存の施設を有効活用すること。 

P48 ほか 

投資的経費 道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設など将来世
代に渡り使用するような施設・都市整備基盤の整備に要
する経費 

P22 ほか 

統廃合 機能が重複する複数の施設について、あるものは統合、あ
るものは廃止し、１つの施設にまとめること。 

P41 ほか 

 な行  
認定こども園 幼稚園と保育所の機能を併せ持ち、教育･保育を一体的に

実施するほか、地域の子育て支援も行う施設。基準に従
い、各都道府県知事等が認可・認定する。 

P4 ほか 

 は行  
PFI 公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資

金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導
で行うこと（プライベート・ファイナンス・イニシアティ
ブ）。 

P39 ほか 

PDCA サイクル 管理業務を円滑に進める手法のひとつ。次の４段階を繰
り返し、継続的に業務を改善しようとする考え方 

１.Plan（計画） 
従来の実績や将来の予測などをもとに業務計画の
作成 

２.Do（実施、実行） 
計画に沿って業務を遂行 

P41 ほか 
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３.Check（点検、評価） 
業務の遂行が計画に沿っているかどうかの確認、評
価 

４.Action（処置、改善） 
計画に沿って遂行されていない部分の処置、改善 

PPP パブリック・プライベート・パートナーシップ（公民連携）
の略語であり、指定管理者制度や業務委託等、民間と連携
して行政サービスの提供を行う手法 

P39 ほか 

複合化 機能が異なる複数の公共施設を１つの施設に合わせて整
備すること。 

P39 ほか 

複合施設 複数の異なるサービス・機能を１つの建物に集めた施設。 P7 ほか 
普通会計 地方公共団体相互間の比較や時系列比較が可能となるよ

うに、公営事業会計以外の会計を統合して１つの会計に
まとめたもの。 

P27 

普通交付税 地方公共団体が合理的かつ妥当な行政を行うために必要
な経費の不足額が交付される。 

P27 ほか 

扶助費 社会保障制度の一環として、生活困窮者、要援護高齢者、
障害者などの生活維持や保育所での保育活動などに支出
される経費 

P28 ほか 

フルセット主義 １つの地方自治体があらゆる種類の公共施設を一揃えに
整備すること。 

P41 ほか 

平準化 年度ごとにバラつきのある費用を予算の制約等の条件に
より、一定程度にならす作業 

P40 ほか 

 や行  
ユニバーサルデ
ザイン 

障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々
が利用しやすいよう、あらかじめ都市や生活環境をデザ
インする考え方。公共施設においては、国土交通省による
「ユニバーサルデザインの考え方を導入した公共建築整
備のガイドライン」が作成されている。 

P41 ほか 

予防保全 公共施設等を長寿命化するための保全管理の方法で、建
物や施設及び設備の異常の有無や兆候を事前に把握・予
測することで計画的に改修を行い、故障による停止や事
故を防ぎ、建物や施設の部材を適切に保全する方法 

P40 ほか 

 ら行  
ライフサイクル
コスト 

計画・設計・施工から、その施設の維持管理、最終的な解
体・廃棄までに要する費用の総額 

P40 ほか 

利用圏域 ある施設を主に利用している又は利用を想定している人
が多く含まれる地理的な範囲。たとえば、市全域の市民か
ら多くの利用がある施設は市全域が利用圏域、主に中学
校区内の住民の利用を想定している施設は中学校区が利
用圏域である。隣接する自治体からも利用があるような
施設は、隣接する自治体も利用圏域に含まれる。 

P35 ほか 

臨時財政対策債 国の地方交付税財源が不足した際、地方の財政収支の不
足額を補塡するために地方自治体が起債する地方債。元
利償還金については後年度に全額が地方交付税措置され
る。 

P30 
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